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総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 

第 56回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 

 

日時 令和５年 11月７日（水）15：02～17：23 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○能村新エネルギー課長 

 定刻になりましたので、ただいまから第 56回の再エネ大量導入小委員会を開催いたしま

す。 

 本会合も、本日、オンラインでの開催となります。トラブル等がございましたら、事前に

事務局よりご連絡させていただいております連絡先までお知らせいただければと思います。 

 本日ですが、安藤委員、松本委員がご欠席となってございます。高村委員が遅れてのご参

加となっております。また、秋元委員、五十嵐委員、大橋委員、長山委員が途中退席となり

ます。 

 それでは、山内委員長に以後の議事進行をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○山内委員長 

 承知いたしました。それでは、議事に入りたいと思います。 

 まずは、今回から本小委員会の委員として、日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・

相談員協会の理事、村上千里委員様に委員をお務めいただくということでご参加いただく

ことになりました。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入りたいと思います。事務局から、本日の資料の確認をお願いいたしま

す。 

○能村新エネルギー課長 

事務局でございます。 

 資料、配付資料一覧にもございますけれども議事次第、そして委員等名簿です。そして、

資料１といたしまして、再生可能エネルギーの長期安定的な大量導入と事業継続に向けた

論点、資料２といたしまして再生可能エネルギーにおける次世代技術について、資料３とい

たしまして再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について、資料４といた

しまして電力ネットワークの次世代化についてをご用意してございます。 

 以上です。 

 

２．議題 

（１）再生可能エネルギーの長期安定的な大量導入と事業継続に向けた論点 

（２）再生可能エネルギーにおける次世代技術について 
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（３）再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について 

（４）電力ネットワークの次世代化について 

 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それで、進め方ですけれども、本日は前半、後半、二つに分けて進めたいと思います。前

半は資料１と２、ですから議題でいうと議題の１と２ですね、それから後半が資料３と４、

それぞれ事務局からご説明いただいて質疑応答・自由討論とさせていただきます。 

 それでは、まず事務局から、資料１、資料２の説明をお願いしたいと思います。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 まず、資料１をご覧いただければと思います。再生可能エネルギーの長期安定的な大量導

入と事業継続に向けた論点ということでございます。 

 ページ、２ページ目、ご覧いただければと思います。地域との共生を前提とした再エネの

導入でございますけれども、長期安定的に大量導入、事業継続させていくということが重要

でございます。そうした観点から、議論を本日、幾つかの論点ごとにいただければと思って

ございます。 

 大きく四つに区分けしておりますが、一つ目です。再エネの長期電源化に向けた事業環境

整備というところでございます。 

１ポツの一つ目の黒丸に書いてございますけれども、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度につきまして

は、調達期間終了後においても長期安定的な事業継続が期待されるということでございま

す。その上で既設再エネへの積極的な投資、更新投資、増投資、また、事業集約をいかに促

していくのかということが必要だというふうに考えているところでございます。 

 こうした取組を支えていく上でも、二つ目の黒丸に記載がありますとおり、ファイナンス

の円滑化、また事業集約が行われるための基盤整備、また、これらを行っていく上でのプレ

ーヤーといたしましてアグリゲートなどの方々も含めた多様な事業主体の創出・育成とい

ったことが非常にポイントになっていくということでございます。 

 また、調達期間などが長い、20 年ですけれども、それを超えて稼働が可能である、長期

の稼働が可能な再エネ電源として地熱ですとか中小水力がございますけれども、調達価格

等算定委員会におきましても、こうした長期稼働が可能な再エネ電源については、支援の在

り方についての検討を深めるべきではないかといったご指摘もいただいているところでご

ざいます。 

 二つ目の固まりですけれども、再エネ電源が有する便益を適切に評価していくといった

観点でございます。 

 再エネ電源の自立化という観点からは事業採算性が重要ですが、こうした環境価値をい

かに適切に評価していくのかといったことも重要な観点になってまいります。そういう観
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点で、非化石市場の活用促進ですとか、追加性のある再エネといたしましてのオフサイトＰ

ＰＡや自家消費型の事業が促進される事業環境ということのポイントが出てくるというこ

とでございます。 

 ３ページ目をおめくりいただきまして、３番目の固まりですけれども、ＦＩＰ制度の利用

促進などの再エネ電源の電力市場への統合というところになります。 

 一つ目の黒丸に書いていますとおり、ＦＩＴ制度がＦＩＰ制度に移行していく中で、電力

市場への統合に向けた取組という形の位置づけとしてＦＩＰ制度が位置づけられてござい

ます。こうした段階的な自立化に向けまして、ＦＩＴ制度からＦＩＰ制度への移行といった

ことをさらに進めていくということ、また、2022 年度からＦＩＰ制度が始まったところで

すけれども、実際に移行している案件などについての取組の分析などを踏まえたベストプ

ラクティスの横展開なども、こうしたＦＩＰの定着化には重要ではないかというふうに考

えているところでございます。 

 四つ目ですけれども、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度による導入ということ以外にも、足元ではＮｏ

ｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰによる再エネの導入といったところも広がってきているとこ

ろでございます。こうした観点からは、Ｎｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰにおけます再エネ

の導入状況、稼働状況の把握という観点と、地域共生を促していく上でのコミュニケーショ

ン、地域コミュニケーションがしっかりと図られていくこと、また、廃棄・リサイクルがし

っかりと徹底されるかといったことなどについて、Ｎｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰにお

いても徹底されることが重要になってくるということでございます。 

 こうした観点から、二つ目の黒丸にありますとおり、Ｎｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰの

新規電源ですとか、こういったものの把握ということ、また、再エネ特措法の対象とならな

いという観点からは、こうした電源に対する事業規律の強化をどのように適用していくの

か、また、廃棄費用等の確保・適正な廃棄、リサイクルをどのように実施していくのかとい

ったことがポイントになってくるというふうに考えているところでございます。 

 ４ページ目は、10月 27日に調達価格等算定委員会でご議論いただいた、これは業界にヒ

アリングをやったセッションでの意見交換でございます。調達価格等算定委員会の場では

ございましたが、幅広く電源の議論につながるような貴重な意見交換もありましたので、ご

紹介をさせていただいているところでございます。 

 再エネの長期電源化に向けた事業環境整備というところでは、太陽光発電については、設

備の有効活用をしっかりしていくべきだというところで、卒ＦＩＴ／卒ＦＩＰというとこ

ろの事業継続性が重要だということ。一方で、非常にリードタイムが長いですし、稼働も長

い地熱ですとか中小水力というところについては、これらの長期に稼働するという特性を

踏まえた価格などの設定もあり得るんじゃないかといったことなどのご指摘もあったとこ

ろでございます。 

ページをおめくりいただきまして、５ページ目ですが、再エネの電源が有する便益を適切

に評価していくという観点からは、非化石証書の取扱いについてのご指摘もございますし、
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ＰＰＡを中心とするスキームをどう後押ししていくのかというところ、特に太陽光につい

てはＦＩＴ／ＦＩＰ制度で支援する段階を卒業しつつあるというふうに位置づけながら、

こうした取組をさらに深掘るべきじゃないかというご指摘もあったところでございます。 

 最後に、ＦＩＰ制度の活用という観点からは、バイオマス発電などについては調整力を生

かした形で、よりＦＩＰ制度の適用対象とすることが適切ではないかといったご指摘など

もいただいているところでございます。 

 こうしたご指摘なども踏まえながら、四つの論点について、本日ご議論を賜れればと思っ

てございます。 

 続いて、６ページ目に四つの柱を書いてございますが、１．再エネの長期電源化に向けた

事業環境整備というところでございます。 

 ７ページ目以降は、これまでの大量小委でもご議論いただいた点でございますので、簡単

にだけご紹介します。 

 ７ページ目にありますのがＦＩＴ／ＦＩＰ認定を受けた太陽光発電の特徴というところ

で、特に 10 から 50 の低圧のところについては、独立して各地に点在しているという形の

状況ということでございます。一方で、10ｋＷ程度以下のところについては、集約化が今後

の課題になるんじゃないかということでございます。 

 また、９ページ目ですが、再エネ事業を実施するプレーヤーということで、スペインのイ

ベルドローラとかＲＷＥ、ドイツ、デンマーク、オーステッドなどがございますけれども、

もともと再エネ由来じゃなかったところが再エネに対するポートフォリオが非常に増えて

いるぞというところで、日本においても様々なプレーヤーが、ユーティリティー以外のプレ

ーヤーも含めて、再エネに対する取組が強化されていくことの象徴かというふうに考えて

いるところでございます。 

 10 ページ目は、さきの通常国会におきまして、改正再エネ特措法に基づく措置といたし

まして太陽光パネルの増設・更新についての法律上の措置を講じて、より更新・増設がしや

すい太陽光パネルの設置に向けた取組を法制度上も後押しをしていくということで、４月

１日から施行される予定でございます。 

 事業集約化に向けた取組として、12 ページ目にご紹介いたしますのが既設事業の、特に

10から 50というところで、こうしたセグメントにおいても、地域においては取組の集約化、

また、そこのメンテナンスを適切に講じることで発電効率も高め、事業採算性を保った形で

小規模・低圧のセグメントにおいても集約化、長期の事業継続といったことを実施している

という取組なども注目に値するというふうに考えているところでございます。下の左側に

ありますように、様々な地域における関係するプレーヤーを巻き込みながらやっている取

組なども継続的に見られているというものでございます。 

 13ページ目、14ページ目は、昨年やったヒアリングに加えて、今年 10月にやったヒアリ

ングなども加えさせていただいているところでございます。先ほどありましたとおり、13ペ

ージ目の下から二つ目とかのところについては、小規模太陽光については、やはりパネルの
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構造などに関する情報が不十分なので、専門的なノウハウ・コストなどが必要となってくる

だろうということ。特に、事業集約のターゲットについては、地域との共生が図られている

事業のうち、今後の案件として、日本の場合は低圧が非常に多く数がございますので、中小

規模の既設の太陽光というところが一つのフォーカスすべきところじゃないかといったご

指摘などもいただいているところでございます。 

 次の 16ページ目でございます。住宅用太陽光の調達の関係ですけれども、既に調達期間

が終了したものもございます。このうち、左側にありますように様々なメニューが提示され

ているという状況でございます。また、買取り終了の案件のうち、幅広い小売事業者への買

取り事業者がございますので、変更した割合、いわゆるスイッチングの割合ですが、年々上

昇していまして、今、現時点では 17％ということになってございます。 

 17 ページ目の右側にありますとおり、今後、卒ＦＩＴの太陽光というものについては、

2025 年の段階でも 200 万件、約８ＧＷに上るものになってきますので、適切に長期電源と

して活用されていくことが非常に重要だというふうに考えているところでございます。 

 続きまして、二つ目の固まりでございます。再エネ電源が有する便益が適切に評価される

事業環境整備に関する論点でございます。 

 20 ページにありますとおり、非化石取引市場については大きく二つの市場があるという

ことでございます。 

 21 ページ目ですけれども、ＦＩＴの証書の取扱いを再エネ価値取引市場、左下にありま

すとおり、足元では最低価格 0.4円／ｋＷｈということで、足元の入札におきましては過去

最高の 85億ｋＷｈとなっているところでございます。 

 右側がＦＩＰを含めた非ＦＩＴ証書ということで、高度化法の義務達成市場ということ

でございます。ここはオークション、回数ごとによって非常に大きな出入りがありますけれ

ども、足元では買い入札が減っており、約定量は約６億ｋＷｈにとどまってしまったという

ことでございます。こちらのほうの約定価格は、最低価格 0.6円という形になってございま

す。 

 22 ページ目です。一方で、Ｎｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰという取組も広がりを見せ

ているということでございます。特に、需要家と一体的に取り組む太陽光発電などというこ

とで、需要家と連動した取組ということでございます。 

これは国のほうで、８年以上の電源、電気の購入計画、及び２ＭＷ以上の需要がある場合

の国の補助の支援ということで、２分の１補助をしてございますけれども、右側の例にあり

ますように、需要家として大企業のメーカーさんの工場がおられる場合もあれば、右下にあ

りますように地域のタイルメーカーですとか工場、飲食店など、こうした地域の再エネを必

要とする様々なプレーヤーがまとまって需要家として再エネ発電事業者と連携した取組な

ども、地域によっては出てきている状況でございます。 

 こうした取組のプロファイルとして、23 ページ目ですけれども、国が支援している事業

のプロファイルとしては、約４割が製造業ではございますけれども、それ以外の幅広い業種
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におきまして、こうした需要家主導型、需要家と一体となった再エネ発電の取組ということ

が広がりを見せているという状況でございます。 

 また、25 ページ目ですけれども、省エネ法におきましても、自家消費型など追加性のあ

る再エネについては評価を加重しているということでございます。右側の赤枠で囲ってお

りますとおり、実際の量の 1.2倍での報告ということが可能になる重みづけを、追加性のあ

る再エネの場合には行っているというところでございます。 

 続きまして、三つ目です。ＦＩＰ制度の活用促進などの再エネ電源の電力市場への統合と

いうところでございます。 

 資料 29 ページ目をご覧いただきますと、ＦＩＰ制度は 2022 年度から始まりましたけれ

ども、直近１年ぐらいたった中で約１ＧＷのＦＩＰが誕生しているということでございま

す。新規、移行ともに太陽光発電が多いわけでございますけれども、全体として１ＧＷ、そ

のうち移行認定案件が約半分の 435という形になっているというものでございます。 

 この内訳が 30ページ目になります。規模別の詳細でございます。太陽光発電で見ますと、

赤い棒グラフが移行認定ということでございます。メガソーラーに限ったものではなくて、

500ｋＷ以下のところ、すなわち 250から 500ｋＷのところ、また 50から 250ｋＷのところ

を見ていただきますと、いわゆる移行認定の割合も高いということが見てとれるかなと思

ってございます。 

 また、右下、バイオマス発電ですけれども、廃棄物発電を含めたバイオマス発電の中では、

500ｋＷ以上のところにおきまして、移行認定案件におきますＦＩＰの活用というところが

見られているということでございます。 

 そうして見ますと、太陽光を含めまして、比較的小さな規模の活用においてもＦＩＰの導

入というところが見られているというところでございます。 

 資料 31 ページ目をご覧いただければと思います。この 10 月にも関係するヒアリングを

行っているところでございます。一つには、ＦＩＰ制度については発電量や予測誤差への対

応がしっかりできることが重要だということ。一方で、ＦＩＰ制度については制度が複雑で

はないかと、適切な周知・公報、情報開示が必要ではないかといったこともございます。ま

た、ＦＩＰに取り組む事業者は、蓄電池・アグリゲーター・非化石証書の活用を通して収益

の最大化をさせているという取組があると。こうした取組の後押しが必要じゃないかとい

うことなどもございます。 

 また、32 ページ目は、これは調達価格等算定委員会の事業者ヒアリングにおけます指摘

ですけれども、下のほうに書いてございますが、ＦＩＰ移行前のところで真ん中のところに

赤丸がついていますけれども、導入前は不透明な部分が多かったことに苦労したといった

ご指摘もありますれば、ＦＩＰ移行後ですけれども、青の二つ目のところでは狙いどおり収

益は上昇傾向という事業者もおられれば、想定よりＦＩＰのプレミアムの月次・年次補正、

これは大量導入小委でもご議論いただいたところですけれども、こうしたチューニングに

よって単価の調整が整備されており、メリット、デメリットの振れ幅が小さいというご指摘。
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その裏返しでもありますが、一番下の赤丸ですけれども、振れ幅が少ないということは市況

が急騰しても短期的な大きなアップサイドも見込めないといったご指摘などもいただいて

いるところでございます。 

 また、33ページ目、34ページ目にもありますとおり、こうしたＦＩＰ制度をしっかりフ

ル活用していくためにも、系統からの電気の蓄電池引込みの解禁などを含めまして、蓄電池

の活用というところについての取組をさらに進めているところでございます。 

 ４．導入状況の把握と事業規律の確保ということでございます。導入状況の把握というと

ころは、Ｎｏｎ－ＦＩＴの導入状況の把握についてでございます。 

 36 ページ目にありますとおり、統計上は差分としてＦＩＴ／ＦＩＰ制度によらない導入

量を推計してございます。2022 年度ですと約 0.5ＧＷ相当がＮｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－Ｆ

ＩＰで入っているんじゃないかというふうに試算をしているところでございます。 

これらのＮｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰ電源でございますが、38 ページ目にあります

とおり、電気事業法の観点からは規律の強化を図っているところでございます。使用前自己

確認の対象に、太陽光発電も風力発電も対象にしているというところでございます。 

 加えまして、39 ページ目ですけれども、これまで再エネ特措法のガイドラインで担保し

ておりました柵塀設置の義務というところにつきまして、電気事業法上での義務を拡大い

ただくという形で、太陽光については小規模なものであっても柵塀の設置義務ということ

で、こうしたＮｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰに関する電気事業法上の安全サイドからの

規律の強化というところは、ご議論いただいて具体化しつつあるというところでございま

す。 

 同時に、40 ページ目にありますとおり、太陽光発電の廃棄・リサイクルといったことに

ついての議論の検討状況でございます。環境省さんと今年の４月から議論を行っていると

ころでございます。下の横断的事項などにありますとおり、太陽光設備などライフサイクル

全体を対象とした横断的な対応の検討ということ。また、四つ目の黒丸にありますとおり、

Ｎｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰを含めて、製造段階から廃棄・リサイクルが完了するまで

の言わば台帳的な実態の把握と、それを踏まえたトレーサビリティーの確保が必要ではな

いかというポイントなどを含めて、幅広く議論を行っているところでございます。年内を目

途に、方向性についての論点を整理する予定でございます。この観点からは、Ｎｏｎ－ＦＩ

Ｔ／Ｎｏｎ－ＦＩＰを含めた対応というところを当然、加味した上で、廃棄・リサイクルに

ついての議論を進めていくというふうに考えているところでございます。 

 41 ページ目は、再エネライフサイクル全体のトレーサビリティーというところでござい

ます。模式図になってございます。 

 また、42 ページ目は諸外国におけます太陽光パネルに関する制度というところのご紹介

でございますけれども、ヨーロッパ、アメリカなどを含めまして様々な事例があるというこ

と。また、一番下にフランスによる事例というところでございますけれども、ﾅｶﾊﾞ回収する

団体、中間事業団体みたいなものがあって、そこが国内の太陽光パネルの回収、リサイクル
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を一元管理するような、そういう取組などもやられているというところでございます。 

 続きまして、資料２をご覧いただければと思います。再エネに関する次世代技術に関する

論点でございます。 

 資料３ページ目をご覧いただくとおり、次世代型太陽光の一つといたしましてペロブス

カイトなど、これまで設置が難しかったところでも設置が可能な、そうした素材の新しい技

術が研究開発されているところでございます。 

 ４ページ目に特徴を書いてございます。少ない製造工程での製造が可能である、また軽量、

柔軟性などである、またヨウ素などの生産量は日本がシェア 30％を占めているなど、シリ

コンフリーの太陽光発電が可能だということで、下に書いております積水化学さん、東芝さ

ん、カネカさん、エネコートテクノロジーズさん、アイシンさんなどが、グリーンイノベー

ション基金などでも取り組みながら加速的な取組を行っているというところでございます。 

 ５ページにありますとおり、これから今後 2023年度からは、オレンジ色に塗っておりま

すが、ラボレベルを当然突破いたしまして、ユーザーと連携した実際のフィールドでの、

様々なフィールドでの実証というところの取組を行っているところでございます。こうし

たＧＩ基金に関する取組も、費用の増額も含めた取組を行っているところでございます。 

 また、６ページ目はグリーンイノベーション基金の関係での審議会でご議論いただいた

ところですけれども、積水さんですとか京大発ベンチャーのエネコートさんの取組、またカ

ネカさんの取組など、具体的な進捗などについても報告、検証をいただいているところでご

ざいます。 

 一方で、７ページ目にありますとおり、諸外国の研究開発の動向はすさまじくスピードが

上がっているというところでございます。左側の中国のＤａＺｈｅｎｇさんをはじめとし

て、ＧＣＬさんを含めまして、様々な企業において取組が活発化しているということ。二千

二十四、五年をめどに、生産ラインのキャパシティーを増強してきた取組がございます。 

 また、右側にありますように、英国のオックスフォードＰＶさんとかサウレ・テクノロジ

ーズさんなど、ベンチャー企業を含めた取組が広がりを見せて、まさに 2025年前後のとこ

ろでの実際の早期実用化に向けた取組が世界一帯で加速化しているということでございま

す。 

 ８ページ目は東京のＧＸラウンドテーブル、10 月３日に開催されたものですけれども、

この中で、海外の投資家などと合わせまして日本のＧＸに取り組んでいる企業さんの１社

といたしまして、積水化学の加藤社長にもご参画をいただいたところでございます。具体的

な取組をご紹介いただくとともに、総理からは下に言及いただいているとおり、年末にＧＸ

に向けた分野別の投資戦略を策定して、大胆な投資促進策を実行していくんだといったご

発言をいただいているところでございます。 

 ９ページ目に、次世代型太陽光発電の早期社会実装に向けた今後の政策の方向性を示し

たものでございます。左側のボックス、下に書いてございますとおり、まず量産技術の確立

ということで、ＧＩ基金などの積み増しをする中で、様々なシチュエーションでのフィール
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ド実証などを今年度中に加速的に速やかに行っていきたいと考えているところでございま

す。 

 また、真ん中のところですが、生産体制整備というところでは、サプライチェーンへの積

極的な投資を促すという観点から、Ｔｉｅｒ１に限らずＴｉｅｒ２、Ｔｉｅｒ３を含めまし

たサプライチェーン全体に対する生産体制整備支援ということで、まさに国内の投資を誘

発し、こうしたいわゆるギガワット級の量産体制の構築を 2030年を待たずに実現していく

という取組が必要になってきているということでございます。 

 あわせまして、需要ということが重要になってきます。導入目標の策定をするということ

で、特に公共施設などでは先行的な検討が必要ではないかということ。また、導入支援策と

してＦＩＴ／ＦＩＰ制度の活用ですとか、また、価格低減目標などを前提とした需要支援策

など、初期の導入策の検討が必要だと考えてございます。 

 あわせまして、廃棄・リサイクルなどの制度的な設計・ルールづくりということ。また、

日本だけじゃない海外のマーケットを見据えたときには、評価手法等の国際標準化なども

重要ですし、こうした取組を有志国と連携しながら海外市場への進出、マーケットの獲得と

いうのが重要だと考えているところでございます。 

 続きまして、浮体式洋上風力の関係でございます。 

 13 ページ目にありますとおり、現在、赤字でくくっていますように、第２ラウンドの審

査を行っているところでございます。10 月３日に⑨番、⑩番で示しております青森県の日

本海側の南側、山形県の遊佐沖におきまして、第３ラウンドに向けた促進区域の指定がされ

たところでございます。これから関係審議会におきまして、第３ラウンドに向けた議論をい

ただくというところでございます。 

 こうした道筋が見えている中で、14 ページ目にありますとおり、東芝エネルギーシステ

ムズさんなどナセルの関係の投資、ＴＤＫさんのように永久磁石の投資、ＪＦＥエンジンさ

んのようなモノパイルの投資、また、その下にくくっておりませんが、日鉄エンジンさんの

ようにジャケットの取組などが各地において広がってきているということでございます。 

 また、15 ページ目にありますように、こうした浮体式に向けた着床式の段階ではござい

ますけれども、様々な作業船などの投資なども活用している状況でございます。 

 そういう中で、17 ページ目にありますとおり、浮体式に向けた取組を今後加速していく

という観点からは、ＧＩ基金のフェーズ２といたしまして、実際の北海道から愛知県の候補

４海域におきまして、これから、この候補海域を選定いたしましたので、これを、この冬を

めどに公募を開始いたしまして、年度内に事業者及び海域を２か所程度に絞り込むという

ことを行っていく予定でございます。 

 また、18 ページ目にありますように、セントラル方式をしっかりと定着させていくとい

う観点が、ＪＯＧＭＥＣにおきまして実際の風況調査などを行っているところでございま

すけれども、現在、既に取組を始めておりますし、来年度においては、さらに地点を拡大し

ながらセントラル方式の開始を行っていくということでございます。 
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 19 ページ目にありますように、再エネ人材の育成ということで、特に、洋上風力につき

ましてはメンテナンスなどを含めて非常に幅広く付加価値がＯ＆Ｍの段階でも落ちてまい

りますので、これをしっかりと地域の雇用と結びつけながら取組をしていくことが重要だ

というふうに考えているところでございます。 

 最後になりますけれども、20 ページ目です。浮体式の今後の政策の方向性というところ

で、先ほど申したようなセントラル方式を着実にやって、より速やかに入札につなげていく

ということ。また、浮体式については導入目標、浮体式に特化した導入目標を策定し、合わ

せてＥＥＺなどにおけます具体的な制度措置の検討を行っていくということ。また、ＧＩ基

金を活用し、よりスピーディーに社会実装を行っていくということ。あわせて、国際標準な

どの実現を目指していくことが重要でございます。 

 こういう中でサプライチェーンをしっかり構築し、日本における国内での投資、また人材

育成について合わせて行っていくといった総合的な対応を行っていきたいと思ってござい

ます。こうしたペロブスカイトですとか浮体式の取組につきましては、国際競争との中でし

っかりと日本においても取組を加速していくという観点から、年末のＧＸの投資家ロード

マップにおきまして、さらに政府内においても議論を重ねていきたいと考えているところ

でございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ご説明いただいた資料１と２ですね、これについて、皆さんからのご意見、ご

質問を受けたいと思います。あるいは、自由に討論していただくということだと思います。 

 それで、毎回ですけれども、発言ご希望はチャットボックスですね、ここにお名前をご記

入いただいて、こちらへお知らせください。私のほうからご指名させていただくということ

にします。 

 いかがでしょうか。資料１では、再エネの長期安定的な大量導入ということで、論点を書

かせていただきました。資料２のほうは、新しい技術ということでペロブスカイト、それか

ら浮体式の洋上風力ということですね。こういった点をご説明いただいたところでござい

ます。内容について、いかがでしょうか。 

 ありがとうございます。江崎委員から、今、ご発言のご希望が出ました。江崎委員、どう

ぞご発言ください。 

○江崎委員 

 どうもありがとうございます。 

資料１のほうの、要は、ＦＩＴ／ＦＩＰへということで、卒業しつつあると前向きに捉え

るというようなお話かとは思いますが、やっぱり目線は発電側になっているというところ

を少し考えておくべきかなと。つまり、オフサイト、オンサイトのＰＰＡも含めて需要家と

いう目線から考えていくと、ＦＩＴ／ＦＩＰというのは、実は、非常に需要家の目線で見る
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と重荷になっているということをやはり少し意識するべきではないかなという気がしてい

ます。 

 つまり、もちろんオフサイトＰＰＡとかオンサイトＰＰＡをやることに関していくと、こ

のところですけれども、ＦＩＰとか、特．に、ＦＩＴ／ＦＩＰは必ずしもうれしい施策では

ないということ。それを解消するためにグリーン証書でやって 1.2 倍ぐらいの数字という

のが出ているかと思いますけれども、これが具体的に、特に需要家の目線で、どのぐらい効

果的な数字になるのかということを、自家消費等を考えたときにというところで、少し、し

っかりした議論が行われるべきではないかなというふうに思いました。 

 それから、資料２のほうに関して言えば、基本的には、ちゃんとこれを進めていくという

ことだと思いますけれども、やっぱり気にしなくてはいけないことは、グローバルビジネス

にしっかりとした国内ベンダーが出ていくということを意識した政策というのを常に考え

るべきだろうということになると思いますし、産業のスポイルにならないように、甘やかす

という方向ではない施策というのを考えてやっていくということが非常に重要ではないか

というふうに思ってお聞きしておりました。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 事務局からのコメントについては、全てのご発言が終わった後で一括してお願いしたい

と思います。 

 次は、長山委員、どうぞご発言ください。 

○長山委員 

 ありがとうございます。 

資料１で２点ございます。５ページの一番上のほうに非化石証書の有する価値の適切な

評価というのがあるんですが、これが非常に重要だと思っていまして、特に、20 ページの

ほうに飛んでいただいて、下のほうの非ＦＩＴ電源を対象とする高度化法義務達成市場で、

これは多分二つ問題があると思っていまして、一つはシングルプライスオークションであ

るということ。上の再エネ価値取引市場はマルチになっているんですけど、下のほうは、ま

だシングルプライスオークションで、シングルプライスオークションということは、どんな

再エネ電源であっても値段が同じということです。 

 例えば、発電事業者がコストと時間をかけて地域共生のすばらしい発電所を造ったとし

ても、しかも、それを買いたい人がいたとしても、結局、もう同じ価格で取引されてしまう

と、発電事業者のインセンティブというのがないと思うんですね。したがって、今後、なる

べく再エネ電源の産地証明化も入れたような、発電事業者の地域共生等々の努力が反映さ

れるような価格づけにするべきではないかと思います。したがって、マルチプライスオーク

ションがいいのではないかなと思います。 

 あと、下のほうの図のところで「トラッキング開始済」と書いてあるんですが、これは加

速すべきではないかなと思います。多分、現在の状況は、非化石証書の購入希望者は、丸々
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県の風力発電所の非化石証書が欲しいといった限られた属性情報しか事前には希望できず、

事後的に、約定後に、いろんな発電所名とか位置などの情報も手に入ると思うんですが、な

るべく事前にこういった情報が入るような形にすればいいかなと。それには、トラッキング

制度を早くするしかないというふうに思います。ということで、高度化義務達成市場の改善

というのを、今、多分、進められていると思いますが、加速化して進めていただければと思

います。 

 あと、もう一点は、３ページのほうの非ＦＩＴ／非ＦＩＰというのがあって、今、バーチ

ャルＰＰＡというのが結構ぽつぽつ増えてきていまして、マイクロソフトさんとか村田製

作所さんとかが既存の小売の契約に加えて環境価値だけを購入するというようなことが増

えているんですね。 

 ただ、これはいろんな財務的なリスクというんですかね、需要家側では、あるストライク・

プライスを決めて、市場価格が上下すると、その分の吸収を需要家のほうでしないといけな

くて、それが財務的なリスクになっていて、結果的に大きい会社しか現時点ではバーチャル

ＰＰＡに入れないということがあると思っていまして、もうちょっとバーチャルＰＰＡと

か環境価値が取引できるような財務・税務的な支援が必要ではないかなというふうに思い

ます。 

 以上２点なんですが、あと１点だけ、すみません。34 ページの蓄電池系統接続という図

があって、これが昨年の６月頃の大量導入小委でも話されて、早急に規程等の改正を行うと

いうことだったんですけど、これは今どうなっているのかということをお聞きしたいなと

いうふうに思いました。進展がなされているのかどうかということですね。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、次は、五十嵐委員、どうぞ。 

○五十嵐委員 

 ありがとうございます。私からは、資料１につきまして２点のみ申し上げたいと思います。 

 今、長山委員がご指摘された 34ページ、それから 33ページ、そこの２ページについてな

んですが、１点目の 33ページでございますが、ＦＩＰ制度に移行した場合における事後的

な蓄電池設置時の取扱いということで、価格変更ですね、インセンティブとして作用するよ

うにということで価格変更のルール、33 ページ、スライド記載のルールが昨年から既に適

用されているという理解でございます。この実施について、実際の利用実績がどの程度ある

のかというところをお伺いしたいと思います。 

 こちらは、大量小委で議論されておるときにも実務会のほうから、どれだけの効果がある

のか、インセンティブとして作用するものなのかといった、若干疑問視するような声もあっ

たかと思いますので、運用実績についてお尋ねしたいというのが１点目でございます。 

 ２点目が 34ページ、ＦＩＴとＦＩＰの併設蓄電池の系統充電についてでございます。こ
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ちらにつきましては、2022 年の審議会で方針が決まりまして、その後、速やかに本来であ

れば関係法令等の改正に反映をさせてということだったかと思うのですが、恐らく、そのま

ま時間がかかっているのかなというふうに思います。 

事務局に以前、これは４月ですかね、私のほうでちょっとご質問申し上げた際には、実務

的な調整を続けている状況であると。ＦＩＰ／ＦＩＴ電源、双方ともにシステム改修に一定

の時間を要するので、そこを、まず進めていくと。とはいえ優先順位をつけるという趣旨か

ら、システム改修が軽微なところから先行して、ニーズが高いＦＩＰ電源のほうから運用を

始めるべく、広域機関等の関係各所とも調整を進めていますというお話があったかと思い

ますので、その後の進捗について、ぜひお伺いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、神山委員、どうぞ。 

○神山委員 

 神山でございます。幾つかコメントさせていただきます。 

 まず、資料１関係でございますが、事業の集約化というところで７ページに小規模な事業

者が存在するというご指摘がございまして、11 ページのほうになんですけれどもサンプル

というものが提示されていると思います。事業用の太陽光の買取り期間というのが終了い

たしますと、やはり再エネ比率というのが減少に転じてしまうというリスクが懸念されて

おります。そうしたところで、設計、運営、廃棄を通じて、やっぱり専門的知見というのを

有する、そういうものが必要であるという認識も広がっておりますので、大規模、中規模の

プレーヤーへと事業集約という方向に誘導していく必要があると存じます。 

 そうした場合に、やはり地域に根差したプレーヤーというのがプロモーター的な存在と

いうのを担うのが望ましいと考えておりますので、この事例では大阪ガスの例が取り上げ

られておりますが、例えば、旧一般電気事業者等を含めまして、地域からの信頼に厚い事業

者の積極的な取組というのを期待したいと思います。 

 また、16、17ページでございます。住宅用の太陽光につきましては、2025年には、もう

200万件の家庭で卒ＦＩＴを迎えるというふうになっております。単純に小売電力事業者に

買い取ってもらうだけではなくて、それらの電力をアグリゲートする事業者の育成という

のにやはり踏み込んでいくべきであろうと思っております。こちらの図では現状、買取りメ

ニューの一例というのが提示されておりますけれども、ここにアグリゲートする、それに寄

与するようなメニューというものも加えていただければ、または加えていけるようになっ

ていければというように思っております。 

 また、21 ページでございまして、再エネの評価の中には、その便益としてですが、事業

で使用する電気が非化石であるということの価値というのがございまして、その価値を求

める需要家という、そういう方々のための市場というのも必要になっております。特に、非



14 

ＦＩＴのほうなんですが、売り入札量も増えてくる中で、約定価格を安定させて約定量とい

うのを増やすということが重要になってまいります。市場を育てていくということであろ

うと思います。 

 他方で、これは日本の電力ですので、比較的独立したコンテスタブルな市場であると言え

ると思いますので、海外からの参入可能性というものも勘案して進めていっていただけれ

ばと考えております。 

 続いてですが、41 ページでございますが、こちらの環境省と東北電力の再エネ発電設備

のトレーサビリティーの確保に向けた取組というのに私は大変注目しております。コスト、

実務面の課題も多いと理解しておりますが、デジタル技術をうまく活用して取組が進むよ

うにお願いしたいと存じます。 

 続きまして、資料２でございますけれども、資料２の 13ページでございますが、再エネ

海域利用法の区域指定ですが、確実に区域というのが増えているということを、まずは評価

したいと思います。これですが、区域指定の基準づくりというところで、各地域で地元調整

で大変課題があるということは承知しているんですけれども、順調にこのプロセスが進展

するように、国と自治体の連携というのを密にお願いしたいと存じます。 

 加えまして、20 ページでございます。浮体式の洋上風力でございますが、排他的経済水

域での大きなポテンシャルというものを確実に捉えることが重要であろうと思っておりま

す。欧州のみならず韓国などの東アジアでも、このＥＥＺの活用に向けた動きというのが見

られます。国際的な投資競争の中で、日本においても法制度の検討も含めた制度的措置とい

うものも加速化させる必要があろうと思っております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 次は、小野委員、どうぞ。 

○小野委員 

 ありがとうございます。 

 資料１についてですね。まず、スライド５の非化石価値のお話ですけれども、非化石価値

取引を通じて非化石電源から非化石価値を分離して取引するということは、環境ブランデ

ィングを志向する需要家等の非化石価値へのアクセスを拡大する上で有効と考えます。 

 他方で、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度が付加金を通じた国民負担に基づいて電源の導入というの

が支えられている現状においては、ＦＩＴ非化石証書の市場取引が電源投資の拡大等に資

する直接的な追加性はないと思います。 

 また、ＦＩＴ非化石証書は温対法ですとかＣＦＰにも利用されることとされていて、カー

ボンプライスの側面も有しています。2050 年のカーボンニュートラルの実現に向けては、

企業によるイノベーションや非化石電源の確保等への多額の投資が不可欠でありますが、

現状のような低価格で非化石価値が取引されている中では、研究開発や設備投資よりも証
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書購入といったモラルハザードが誘発される可能性も懸念されます。 

 カーボンプライシングが本格導入されれば、非化石証書の市場価格はカーボンプライス

に連動することとなり、再エネ電源が有する便益が適切に評価されることになると思いま

す。ＦＩＴ／ＦＩＰ後の再エネ事業環境を整備する上で、非化石価値取引市場全体の見直し

は重要と思慮いたします。 

 次に、事業規律の確保についてですけれども、太陽光発電事業者が事業を売却した後の廃

棄・リサイクルに関する課題についてであります。現時点においてもＦＩＴ太陽光発電事業

の転売が頻繁に行われており、取引期間終了後は、さらに増加する可能性があります。太陽

光発電事業を継承した事業者にパネルの廃棄義務が確実に引き継がれ履行されるよう、十

分監視することが必要だと思います。非ＦＩＴ／非ＦＩＰ事業者に対する規律の確保を含

め、抜け穴のないよう制度設計、運用をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、大橋委員、どうぞ。 

○大橋委員 

 ありがとうございます。 

 ３点ございます。まず１点目、資料１に関してですけれども、長期電源化に向けた事業環

境整備に関して、中小の太陽光の事業集約は、あまりビジネス的にも魅力的ではないと思い

ますが、長期的に使われることが重要なので、しっかり進めていくことが重要だと思います。 

 他方で、こうした事態に至った政策立案上の問題、つまり出口を考えずに始めたというこ

ともあったんじゃないかと思いますが、そうした政策立案の問題の学びもしっかり振り返

って後世に伝えていくということは、私は重要だと思いますので、そうしたこともしっかり

踏まえていただければと思います。 

 二つ目は非化石取引市場ですが、先ほど小野委員からあった点ですけれども、これ、2030

年以降の姿をどうしていくのか。今後、排出量取引市場の開始が明確に見込まれていく中に

おいて、この市場のあるべき姿ということもしっかり論じていくことが重要だというふう

に思います。 

 資料２に関してですが、次世代技術についてですけれども、国家間の開発競争が進んでい

るということで、我が国もしっかり、そうした競争の中に入って開発していくんだというロ

ジックは十分、分かるところではありますが、他方で、これ、先ほどの最初の点にも絡むん

ですけど、過去の太陽光パネルとか、あるいは陸上風力での技術開発支援が、なぜ市場での

実装につながらず国富の流出につながったのかという点は、これは、またしっかり整理をし

て、その反省を基に、今後、こうした研究開発をアジア内での市場での実装につなげるため

の工夫もしっかり見据えていきながら、制度的な仕組みも時にずる賢く考えていくことも

重要なのかなというふうに思います。 
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 ぜひ、政策立案に関しては、やりっ放しじゃなくて、しっかり反省を生かした、次により

よい仕組みを考えるということにつなげていくということは、すごく重要なんじゃないか

なと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、桑原委員、どうぞ。 

○桑原委員 

 桑原です。ありがとうございます。 

 事務局の取りまとめ、ありがとうございました。資料１についてですが、今回は、今後議

論を進めていく論点を取りまとめていただいたということで、いずれも非常に重要な論点

であり、今後しっかり議論ができればと思っております。 

特に、４点目の事業規律の確保については、これまでも再エネ特措法に関連して地域共生

との関係で議論を積み重ねてきておりますが、これまでは再エネ特措法の中で交付金を払

っているからということで整理をしてきた面がございますが、地域とのコミュニケーショ

ンの在り方、撤去費用の在り方など、本来、ＦＩＴ／ＦＩＰに限った話ではなく、再エネの

電源を主力電源化していく中で全体に網をかぶせていくべき論点が多々あったと思います

ので、特措法に関連した議論なども参照しながら、改めて法整備をできればと思っておりま

す。 

 また、現状では継ぎはぎ的な対応といいますか、入り繰りが生じているようなところもあ

ると思いますので、この機会にしっかり整理をして、電気事業法の改正で対応するのか、あ

るいは電気事業法で改正しきれないところは立法を考えるのか等も含めて、全体を整理し

て道筋をつけていただければと期待をしております。 

 それから、ちょっと前後しますが、もう一点。いろいろな方がお話しされていた非化石証

書、非化石価値については、昨今の脱炭素の流れの中で多くの企業が 2030年、2050年に向

けたネットゼロの目標などを打ち出しておりますし、需要家からの重要性というのが増し

ていると思います。 

 31 ページの四つ目にも記載がございますが、非化石価値が適切に評価されて、また、需

要家がこれにアクセスしやすくなるように取引市場を含めた環境整備が重要だと思います

ので、これも、ぜひ早期に進めていただければと思っております。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、岩船委員ですね。どうぞご発言ください。 

○岩船委員 

 ご説明ありがとうございます。 
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 私は、今回の説明は今の状況を全体的に振り返っていただいたと思いまして、それほど強

い意見はないんですけれども、足元で先ほどの 36ページのＰＶの認定量の話もありました

けれども、やはり再エネの導入というのが、あまり思うように進んでいない状況というのが

あるのではないかと危惧しております。ＰＶは、この認定量の推移ですし、洋上風力はセン

トラル方式で一定程度、大きな規模で進められると思うんですけれども、陸上風力に関して

はかなり反対もあり、地域共生的な観点から思うように導入が広がっていないのではない

かということを非常に懸念しております。 

 エネ庁さんは比較的、これまで事業規律的な観点から、今まで、いろんな地域へのインパ

クトという意味でマイナスだった部分をゼロにすべく、頑張ってくださったとは思うんで

すけれども、そこを越えて地域で再エネを入れていこうという機運があまり高まっていな

いのではないかなというのを懸念しています。例えば、環境省の脱炭素先行地域に選ばれた

いですとか、そういう自治体、先進的な自治体の掛け声はあって、一定、再エネの導入は進

んでいるとは思うんですけれども、実際、そこの住民の方とか地元の声で、結局ネガティブ

なところで押し戻されてしまうような感じもしています。 

 ということを考えると、やはり再エネを入れることによるメリットというのをもう少し

明確に、地元にとってですね、打ち出す必要があるのかなと。先ほど環境価値の話もありま

したけれども、ＰＶは、ある程度、もう地域にあるものなので、それはそれでいいと思うん

ですけど、例えば、風力発電等を入れたとしても、もう今どき風力というのは大規模ですか

ら、それは高圧につながるものであり、地域のエネルギーを賄うものとはならないですよね、

どう考えても。ただ、そこに例えば風力発電を建てることを認めていくことで、その風力の

環境価値を何らか一定、地元に落としてあげるとか、そういう整理が少しできると、環境価

値を大事にするような地域では一定程度インセンティブになり得るのではないかというふ

うにも思いました。そういうこともご検討いただければと思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、村上委員、どうぞご発言ください。 

○村上委員 

 ありがとうございます。聞こえておりますでしょうか。 

○山内委員長 

 聞こえております。 

○村上委員 

 今回から、大石美奈子さんの後任として本小委員会に参加させていただくことになりま

したＮＡＣＳの村上と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 資料１について、質問を２点とコメントを２点、させていただければと思います。 

 まず、９ページの海外の再エネ投資の大きくなっている状況が紹介されていたんですけ
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れども、日本においては、この投資規模というのは、これらと比べてどの程度なのかという

のが、ちょっと数字に弱い私としてはすぐにはイメージできなかったので、教えていただけ

ればありがたいと思いました。世界の新規発電設備容量に占める再エネの割合というのは

８割以上と聞いたことがあるんですけれども、そのような割合についても、日本の状況はど

うなのか、お教えいただければありがたいなと思います。 

 それから、論点１についてですけれども、16 ページを拝見して卒ＦＩＴの皆さんがメン

テナンスしながら発電を続けていくことが大切なのだというふうに感じました。「どうす

る？ソーラー」を拝見しましたが、とても個人にとっても分かりやすい説明だと思いました。 

ただ、売電先を変更したのは 17％とのスライドがありましたけれども、残りの 83％の方々

は、こういう情報にアクセスできているのかどうかが気になりました。放置状態で「あまり

高く売れないから、もうやめちゃおうか」となる前に、アグリゲーターのような事業者の

方々がうまくアプローチをしてシステムとつなげていただき、卒ＦＩＴ後の太陽光発電と

の上手な付き合い方というのを指南していただきながら、長く使っていただける環境を整

えていくことが必要ではないかというふうに思いました。 

それから、論点２の再エネ価値の評価、適切な評価についてなんですが、21 ページでち

ょっと分からなかったので教えていただきたいんですが、高度化法義務達成市場では、どう

して再エネ指定よりも再エネ指定なしが圧倒的にたくさん約定しているのか、ちょっと不

思議に感じました。価格は同じなのに、なぜこのような結果になるのか、もし何か分かって

いることがあれば教えていただければと思います。 

 それから、論点の四つ目ですけれども、パネルの廃棄について、「適正な廃棄」との記載

がありますけれども、ここに適正なリサイクルというのも併せて技術支援をしていく必要

があるのではないかというふうに感じました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 委員の方で、ほかに発言のご希望はいらっしゃいますか。 

もし、よろしければ、それでは東電ＰＧの岡本オブザーバー、どうぞご発言ください。 

○岡本オブザーバー 

 ありがとうございます。東電ＰＧの岡本でございます。 

 もう委員の先生方からお話があったことと同じですけれども、資料１、大変重要な観点を

まとめていただいておりまして、我々にとっても違和感のない内容となっております。 

２点ほど申し上げたいんですけれども、１点目は長期電源化に向けた取組のところで、や

はり低圧の野立ての太陽光のところの問題意識のところでございます。ここは私どももや

はり問題意識がありまして、本当に様々な種類のオーナーの方がいらっしゃるというふう

に認識しているんですけれども、系統も先着優先で押さえているというようなこともあっ

たり、あと、私どもでいうと、新しく太陽光の接続をするための系統の増強ですとか、ある
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いは設備の点検ということのために止めたりするというようなことも系統側ではある中で、

なかなか今の状態だと課題があるなと思っておりまして、できるだけオンラインの出力制

御ですとか、オンラインで遠隔の設備診断など、有効な活用がなされるような施策をお願い

したいなというふうに思っております。 

もう一点は、いわゆる非ＦＩＴ／非ＦＩＰの、特に太陽光、太陽光以外もそうですけれど

も、そこでの再エネというのが増えていくかどうかというところで、いわゆる非化石価値の

取引市場ですとか市場の価格というのを見ると、さすがに、やっぱり私も、これは随分安い

んだなというふうに思ってしまいまして、今、再エネをもっと増やしていかなきゃいけない

という状況の中で、証書の価格がシグナルになって設備投資の是非を判断していただくよ

うなことにもつながって、結果として再生可能エネルギーの導入が合理的に進むような形

でお願いできればなというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

私からは以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、エネット、谷口オブザーバー、どうぞ。 

○谷口オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 資料１について、コメントさせてください。２ページにもありますとおり、卒ＦＩＴ後の

再エネ施設について、長期間、事業が継続されるということは重要だと思います。この際、

太陽光等の自然変動電源というのは、アグリゲーター等の責任ある事業者を通じて一定規

模以上に集約されて、インバランス対応等を行って、系統の中で使いやすい電源として安定

的に供出されるということが再エネの促進・活用の観点や電源の流動性向上といった観点

から重要だと思いますので、国民負担にも留意しつつ、今後は 13、14ページにもあるよう

な事業者課題を整理の上、必要な環境整備、基盤整備、及び事業主体の創出・育成というこ

とを進めていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、太陽光発電協会の森内オブザーバー、どうぞ。 

○森内オブザーバー（代理） 

 太陽光発電協会、森内でございます。ありがとうございます。本日は、事務局長、増川が

欠席していますので、私が代理で出席させていただいております。 

 私のほうからは、資料１について２点、資料２について１点、コメントさせていただきた

いと思います。 

 まず、資料１のページの 12、13ページでございます。中小規模の太陽光発電を主なター

ゲットとして事業集約化をしていく必要がある、しかも、その事業において地域との共生が
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図られていることが前提となるという点について、我々業界団体としても同じ考えを持っ

ております。 

 ただ、その実現のためには、ページの 13ページのヒアリングでも示されておりますよう

に、事業集約を行おうとする者が契約関係や地域との関係について調査を行う必要があり、

そのためには専門的なノウハウやコストが必要になるということが、このヒアリングによ

って明らかにされております。また、複数の発電設備を対象とした場合には、距離的な近接

性が重要な視点となるということも指摘されております。 

こういった点から考えると、一定の地域において集約を行おうとする事業者、例えば、ご

紹介のあったヒラソル・エナジー社さんのような事業者さんですね、それと集約された発電

所から電力の調達を考える需要者、こういった方に支援をしていくことが効果的ではない

かというふうに考えます。具体的な方向について、議論を深めていただくとありがたいです。 

 次に、２点目でございます。項目３、ＦＩＰの活用促進で、ページの 31ページ。ＦＩＰ

の制度が複雑であるということが、この資料からも、あるいは私ども関係者の中でも、事業

者、金融機関等の理解を妨げているのではないかという声がございます。 

 特に参照価格として、前年度年間平均市場価格に月間補正額を加算して算定するという

点で、非常にリスクが分かりにくいという声がございます。これについて、市場参照期間を

前年度ではなくて、当年度とすることも含めて検討いただきたく思っております。 

 現行の方式は、燃料調達やメンテナンス時期などについて、事業者の季節をまたいだ行動

の変容を促すインセンティブとなるということから、現行の方式が導入されたと理解して

おりますが、太陽光などの変動性再エネでは、これがインセンティブとなりにくいと理解し

ております。 

 あるいは諸外国の例を見ても、変動性再エネと、それ以外の再エネで参照期間を分けてい

る例もあることから、こういった内容についても検討のテーブルに乗せていただきたいと

考えております。 

 ３点目は、資料２、ページの９ページ目でございます。 

 ペロブスカイトの太陽光、太陽電池について、需要の創出まで政策として捉えていただき、

大変ありがたく思っております。この需要の創出について、効果的に需要創出策が運営され

るためには、例えば、セグメントを分けて、例えば壁面であったり、耐荷重の小さな屋根で

あったり、地上設置などに分けて、その市場規模や結晶シリコン系に対する優位性などを定

量的に分析しながら、目標設定と、優先順位をつけた需要創出策を打ち出していくことが効

果的ではないかというふうに考えます。ぜひともご検討いただきたく存じます。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 はい。ありがとうございます。こちらで把握しているご発言、ご希望は以上になりますが、

よろしいでしょうかね。 

 時間の関係もございますので、それでは事務局から、質問のお答えとコメントについてお
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願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 はい、事務局でございます。新エネルギー課長の能村です。 

 非化石市場関係のところは、後で小川課長に補足をいただくところがございますけれど

も、委員の、あと、オブザーバーの方からご指摘いただいたところにつきまして、事務局と

してのご回答を先にさせていただきたいと思います。 

 まず、江崎委員から、全体として再エネ発電事業者の目線というところでのＦＩＴ／ＦＩ

Ｐというところの視点だけではなくて、需要家の視点ということですとか、そういうところ

からの検討も必要ではないかということであります。 

 まさにＮｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰも含めまして、様々な需要家とタイアップしな

がらしていく取組が進んでいく中で、制度全体としても、再エネ発電事業者という視点のみ

ならず、需要家の方々、また、当然小売の方々も含めた、こういう中で取組が進んでまいり

ますので、その中での実際のトランザクションに伴う課題などについて、これまでの課題と、

またその課題の重心が変わっていくというところのご指摘だと思いますので、それについ

ては我々も目配せしながら、議論を整理していければなと思ってございます。 

 また資料２の関係で、大橋委員のご指摘とも重なるところがありますが、まさにこうした

新しい技術に対して、グローバルな競争の中での取組ということで、江崎委員のご指摘だと、

スポイル等にならないようにということのご指摘だったと思いますけれども、しっかりと

我々としても、こういう国際競争の中で、過去の政策の反省を踏まえながら、しっかりと取

組をしていく必要があると。 

 大橋委員からもご指摘があった、しっかりと政策のレビューをした上でやっていくとい

うのは、まさにご指摘のとおりでございまして、我々も将来、大臣も含めてご議論をさせて

いただく中で、まさに当時の太陽光パネル、陸上風車の観点から言えば、端的に言えば、投

資の規模とスピードで、これは負けたということ。これは企業の投資に関するところもそう

ですし、先ほどのＪＰＥＡさんからあったように需要をつくりながら、国内の投資を後押し

するといったところも含めた、そういうところの投資の規模とスピードに負けたというこ

とが基本的な大きな反省としてあるんじゃないかと思ってございます。 

 こういう観点から、まさにペロブスカイトなどにおいては、供給サイド、需要サイド一体

として、その目標をつくりながら、企業の投資を促しつつ、需要もつくっていくということ

を併せてやっていくということ。まさに今、足元の洋上風力の入札目標を決めながら入札を

して、需要をつくりつつ、供給サイドにも支援していくといった、そういうところは、まさ

にこれまでの政策の転換をした上での取組というふうにご理解いただければと思いますが、

的確にレビューしながら、政策としてはまさに国際競争の中で取組をしていく必要がござ

いますので、そういう中でしっかりと政策としても検討、さらにブラッシュアップしていき

たいと思ってございます。 

 また、長山委員から、Ｎｏｎ－ＦＩＴについてのバーチャルＰＰＡなども出てきておりま
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すので、まさに環境価値取引など、先ほどご指摘いただいた、財務的なリスクは我々として

も、リスクの所在など、また、海外の事情なども分析しながら、検討を我々としてもしてい

きたいと思ってございます。 

 また、長山委員、五十嵐委員から、P34の関係で、蓄電池系統のルールについて、これは

申し訳ございません。計量の関係とか、細かな論点がチューニングしているところでござい

まして、なるべく早くこのルール、大量小委員会でご議論いただいたルールをオントラック

にしていきたいと思っているところではございますが、まさに国民負担にも直結するとこ

ろでございますので、軽量関係を含めて、細かなルールづくり、また、チューニングをして

いるところでございます。なるべく早く関係機関の皆様方のご協力をいただきながら、ルー

ルをつくり上げて、なるべく早くこの稼働につなげていきたいと考えているところでござ

います。 

 33 ページ、五十嵐さんからご指摘いただきました、33 ページの導入事例ということで、

足元を今、私どもはまだこの瞬間を把握できておりませんけれども、ちょっとまたレビュー

しながら、この政策的な展開によって、どのような投資行動が生まれるのかということにつ

いては、今後分析をしていきたいと思ってございます。手元のほうで今数字はちょっと把握

しておりませんので、申し訳ございません。 

 また、神山委員からご指摘いただきました、地域に根差したプレーヤーが中心となって、

集約化ですとか取り組んでいくということはまさにご指摘のとおりだと思いますので、地

域に顔の見えるような関係性の中で、事業もそうですが、事業が行われるような、そういう

観点で再エネ特措法の改正も行ってございますが、こういうことをしっかりと前提として

取組を行っていきたいと考えてございます。 

 またトレーサビリティーなどでＩＴを活用してというところはまさにご指摘のとおりで

すので、Ｎｏｎ－ＦＩＴも含めた実態の把握、そして、その後、トレーサビリティーという

ことについて、社会的に、効率的に、これは大量小委でこれまでも従前ご議論いただいたと

ころですが、台帳的な把握と、それを踏まえたトレーサビリティーというところをうまく連

動させていければなと考えているところでございます。 

 ＥＥＺに関しては、これから制度的な検討を含めて、経産省のみならず、関係省庁とも議

論しながら検討を行っていくところでございます。 

 小野委員からも複数のご指摘をいただいたところでございます。 

 特に廃棄・リサイクルの観点につきましては、転売事業者によって、その廃棄の責任をし

っかりと、これは当然ＦＩＴ上もそうですが、引き継がれるということが明確でございます

けれども、事業終了、いわゆる買取り期間終了後、しっかりとこの事業者が廃棄・リサイク

ルを終えるまで、しっかりと我々としては当然積立てをしたものは留保しているわけでご

ざいますが、事業者の責任の下で、適切な廃棄・リサイクルをされるような、そういう制度

的な担保というのをしっかりと目配せする必要がございますし、Ｎｏｎ－ＦＩＴも含めた

制度的な担保につきましては、環境省さんとやっております検討会において、さらに検討を
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具体的に行ってまいりたいと考えているところでございます。 

 大橋委員からご指摘いただいたところで、長期電源化、中小規模のところの集約化という

ところについて、ここをしっかり進めていくべきだということ。また、オブザーバーの方か

らも、そこについては政策的な目配せも含めてやっていくべきだということでございます

ので、これについては我々も自然とやっていると、なかなかトランザクションコストという

か、コンプライアンスを見ていくためのコストというところが非常に重くなってしまうと

いうことをどう乗り越えていくのかというところが政策的なチャレンジだと思いますし、

ここをどう乗り越えていくかによって、地域の中小規模の集約化、もしくは長期電源化とい

うところにもつながっていくと思っていますので、さらに我々としても実態をあぶり出し

ながら、またいい取組、民民ベースで取組が進むところもあると思っていますので、そうい

うところと、それで乗り越えないところはどういうところなのかというところなのかとい

うところについては、さらに議論してまいりたいと思ってございます。 

 桑原委員から、地域共生のところについて、まさにＮｏｎ－ＦＩＴ／Ｎｏｎ－ＦＩＰとい

うところについては、まさに今現状も含めて、何とかやりくりをやっているというのが実態

だと思いますので、これについては、廃棄・リサイクルの在り方もそうですが、全体として

俯瞰して、漏れなく対応していくようなことについて、制度的な措置の在り方も含めた上で、

広く検討していきたいと思ってございます。 

 まさに再エネ特措法の観点で、しっかりとした事業規律、これはスタートラインだと思っ

てございます。これをほかのＮｏｎ－ＦＩＴについてもしっかりと適用できるような環境

をどのようにつくっていくのかという視点で、我々としても検討をさらに深めていければ

なと思ってございます。 

 岩船委員から非常に貴重なご指摘をいただきました。まさに我々も先ほども申し上げた、

これは事業規律などについて、スタートラインだと思ってございますので、ここからいかに

めり張りをつけた形で再エネ導入を、もう一段ギアを入れられるかというところが 2030年

の目標、また、2050 年のカーボンニュートラルを目指す上で重要だと思ってございますの

で、調達価格等算定委員会でのご議論を踏まえて、新しい区分で屋根設置については、買取

り価格も切り出した上で取組を始めたりなど、めり張りのついた導入というところについ

ての議論を様々と行っているところでございますけれども、まさに委員からご指摘いただ

いた、ゼロになって、そこのスタートラインからどれだけ伸ばせていけるかということにつ

いて、当然レビューも出てくると思いますので、我々としては、先行地域とか、促進区域な

ど、様々な関係省庁さんの取組、また、国交省さんの空港のほうでの取組ですとか、鉄道関

係とか、そういったものを含めて、様々な具体的に取組ができるところはたくさんあると思

ってございますので、そこのところについて、しっかりと我々としても関係省庁さんと連携

しながらやっていければと思っていますし、再エネのメリットというところで、地域の裨益

の仕方については、様々な取組もそうですし、様々な検討をさらに我々としても加えていき

たいなと思っているところでございます。 
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 村上委員から、ご質問も幾つかいただきながらでございますが、９ページの投資規模につ

いて、日本の企業はどうなのかということですが、大体海外企業は 10年ぐらい先にアセッ

トのポートフォリオを入れ替えてきていると思ってございます。特に北海油田が枯渇する

などで、様々なオイルガス企業ユーティリティーの方々も激変がある中で、先んじてアセッ

トのポートフォリオを変えてきたということでございますので、日本のユーティリティー

をはじめとする企業さんにおいては、まだここまで再エネの比重が高まっているわけでは

ございませんので、10 年後、こういう行動になっていくのかということも含めて、現状、

まだまだ数パーセント程度だと思いますけれども、こうした将来像としては、こういう展開

というところも、ヨーロッパでは経験をしているというところのご紹介でございました。 

 また、メンテナンスとスイッチングのところでございますけれども、情報の周知の関係で

ございますけれども、買取り期間終了前の半年前に、こういうメニューがあるといったご連

絡を個々の発電事業者、再エネ発電事業者にご連絡をさせていただいてございます。そうい

う中で、17％の方々がスイッチングされているということではございます。17％が高い、低

いというところの評価は、もう少し我々としても慎重に検討していく必要が、検証して必要

がありますけど、年々この比率は高まっているという状況ではございます。 

 ご指摘のとおり、的確な情報発信というところは努めていく必要がございますので、我々

としても、さらに再エネ発電事業者の方々、卒ＦＩＴされる方々に向けた情報提供の在り方

については、さらに検討を加えていければなと思っているところでございます。 

 あわせて、適切なリサイクルなどについては、我々としても、廃棄のみならず、リサイク

ルもコストがまだまだ高うございますので、実証事業を含めたリサイクル支援については

取組を行っていきたいと思っているところでございます。 

 それ以外のオブザーバーの方々からのご指摘についても、しっかりと参考にさせていた

だければと思います。 

 新エネからは以上でございまして、小川課長、補足もお願いいたします。 

○小川制度審議室長 

 続きまして、非化石の関係をまとめてお答え申し上げます。電力基盤課長の小川です。 

 まず、長山委員からご指摘いただいたシングルプライスオークション、こちらは若干テク

ニカルになりますが、今この市場では、売手も買手も複数いて、札を入れるという形でやっ

ているものですから、必然的にはシングルプライスにならざるを得ないかなと。 

 マルチである場合には、例えば売手、どちらか一方、売手、あるいは買手が１社の場合と

か、あるいは売手、あるいは買手が成り行きで応札、注文を出すといった場合に、マルチプ

ライスが成立するという、若干テクニカルなところもありまして、この辺は今後の市場の在

り方として、売手、買手双方のニーズ、ご要望などをお聞きしながら、今後考えていきたい

と思っております。 

 また、トラッキングについては、今まさに見直しを進めているところでありまして、ご指

摘も踏まえて、しっかり進めていきたいと思っております。 
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 また、小野委員からは、現行のこのＦＩＴの市場の価格が安い、低いがゆえのモラルハザ

ードの懸念というご指摘がありました。確かにそういった懸念があるというのは承知をし

ております。 

 一方で、私どもも直接この市場に参加している事業者、あるいはこれを活用している需要

家の方々と意見交換をしますと、これによって、例えば、もう一度買えば終わりと考えてお

られる事業者というのはかなり少数でありまして、基本はまず、自分のところで何ができる

か、再エネを入れていく上でも、どういうことができるかというのも当然考えて実行に移し

ておられますので、そういった意味での懸念は小さいのかなというふうに考えているとこ

ろ。むしろ、この証書を活用して、この入り口、脱炭素化をしていく取組のまず第一歩とい

うことで、今まさに幅広く活用が広がりつつあるところかなというふうに考えております。 

 最後に、村上委員からご質問という形でいただきました。なぜ再エネ指定なしのほうが今

回圧倒的に約定量が多くなったのか。この辺は、ちょっと今の時点でこれが答えということ

はないんですけれども、一つの仮説としましては、まず、取引の順番が指定なしのほうが、

指定ありよりも前の日に、先に行われるということがあります。 

 そうした中で、昨年度、この高度化法の市場で売り切れという事態が発生したというのも

ありまして、今年度について言えば、早めにまずは買手が、早めにある市場、オークション

で、まず必要な量を買ったと。そこで買えたものですから、その翌日にある再エネ指定あり

のほうは、結果的に買いの応札がかなり減りまして、約定も少なくなったのかなという一つ

の推測ではあります 

 また、そういった意味で、次回以降、この傾向が続くかという点については、必ずしもそ

うではないかなとは思っておりますけれども、しっかり今後の動向を見ていきたいと思っ

ております。 

 非化石については以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。よろしいでしょうかね。 

 資料１、資料２で、いろいろ大変貴重なご意見をいただいたというふうに思っております

けれども、あれですよね。再エネの長期電源化、それから、自立化と、こういうことですけ

れども、長期のほうはやっぱり再投資とか、事業集約の重要性ということで、これは誰がや

っていくかと、そういったプレーヤーですね。こういったことも創出する、あるいは誘導す

る。こんなことも必要なのかなというのが感想として思ったところであります。 

 それから、自立化のほうは、今もご説明がありましたけれども、非化石価値をいかに取り

込んで、事業に内在化していくという、こういうことだというふうに思います。値段の問題

もあるし、やり方の問題もありますし、いろいろだと思いますけれども、それを取り込んで

いく。それから、ＰＰＡ、自家消費とか、多様なモデルが促進されるということも、これも

また自立化ということだと思います。 

 それからＦＩＰ制度ですが、これは、さらに金融機関とか、事業者に実態をヒアリングし
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て、課題分析ということかなというふうに思います。 

 それから、再エネの適切な把握というのは、やっぱり事業規律とか、特にＦＩＰ／ＦＩＴ

によらない制度においては、それをいかに把握して、事業規律を確保するかということで、

法改正も行われておりますけれども、それをさらに進めていく。 

 それから、これも何人かご指摘をいただきました、廃棄とかリサイクルですが、こういっ

た制度に対応していかなきゃいけないかというふうに思います。 

 それから、ＧＸ投資の関係で言うと、資料２ですね。年内に分野別の投資戦略を策定する

ということでありますので、基本的にこれはイノベーションをいかに進めるかという、こう

いう投資の必要性が重要かというふうに思っております。 

 皆さんのご意見を伺いながら、感想は以上でございますが、いずれにしても、事務局にお

いては、あるいは行政においては、これを進めていただくということでよろしいかなと思い

ます。ありがとうございました。 

 それでは後半の議論に移ります。 

 事務局から資料３、４のご説明ということで、これは小川課長ですね。よろしくお願いい

たします。 

○小川制度審議室長 

 それでは、まず、資料３、再エネの出力制御の抑制に向けてという資料をご覧いただけれ

ばと思います。 

 まず、３ページで、再エネの出力制御についてという点をお示ししております。 

 再エネの出力制御、二つのタイプといいましょうか、二つの要因がありますということで、

まずは、需給制約による出力制御になります。こちらは、電気の需給のバランスを維持する

ため、言ってみれば、再エネの発電がたくさんありまして、それに対して需要が少ないとい

うときに供給を抑えるという意味での出力制御になります。 

 この出力制御につきましては、2018 年に九州エリアで初めて行われまして、その後、特

に昨年から今年にかけて、実施エリアが急速に拡大してきております。現在は、未実施エリ

アが東京エリアのみということ。また、エリアの拡大とともに、制御量も目立って増えてき

ておりますというのが足元の状況でありまして、後半部分でその対応策についてご議論い

ただきたいと思っております。 

 出力制御のもう一つのタイプ、系統混雑による出力制御というものがありまして、これは

日本ではこれまで発生しておりません。系統、送電線の増強をした上でないと、新たに再エ

ネも接続できないというのが従来のルールでありましたけれども、これにつきましては、一

つ大転換を図りまして、増強を待たずに、むしろ接続はできると。ただ、その場合、系統が

混雑した場合には制御するという、いわゆるノンファーム型接続というのを２年半前から

進めてきております。 

 その結果、接続量は増えている一方、来年度、初めてでありますけれども、東京エリアに

おいて、系統混雑による出力制御というのが発生する可能性があるというところでありま
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して、こちらについても、今後の対策の在り方についてご議論いただければというふうに思

います。 

 まずは、需給制約による再エネの出力制御ということで、現状、14ページ、15ページを

ご覧いただければと思います。 

 14 ページは、これは歴史的な経緯といいましょうか。年々目立って増えてきているとい

うのが下のグラフから読み取れるかと思いますし、特に 23年度、こちらは色が違いますの

は異なるエリアということで、従来は九州エリアに限られていたものが、足元ではもう全国

に拡大している。また出力制御量も大きく増えているというのが足元の状況になります。 

 こちらの資料は、本小委員会でも以前お示ししてきたところでもありますけれども、一部

データに誤りがありまして、今回訂正した形でお示ししております。誤った形でお示しした

ことをおわびするとともに、早急に過去の資料についても訂正いたします。全体の傾向が変

わるというよりは、ここの量的なところ、グラフのところのちょっと高さが微妙に変わると

いった意味での誤りでありました。 

 そうした中で、特に足元の増加状況、次の 15 スライドをご覧いただければと思います。

こちらは今年度の見通しということで、本年６月にお示ししております。一番上の欄にあり

ますけれども、特に九州エリアで７％近く、それから、中国、四国エリアでも三、四％とい

う形で高まっております。 

 こういった状況を踏まえて、対策ということでは、まず、18 ページになります。本年６

月の本小委員会でもお示ししたものでありまして、ポイントとしましては、特に上から三つ

目、これまでよりも相当踏み込んだ対応、取組について検討するということで、これまで検

討を進めてきております。 

 そうした中での取組の一つとしまして、20 ページ、こちらは各電力会社における料金メ

ニューということで、今、新しいメニューを検討中、あるいは新たにこういったメニューと

いうのが出てきているということで、料金メニューも今は、再エネの出力制御の時間という

のはむしろ安く、需要を増やしたいというところではありますので、そういった意味での料

金面の対策とともに、実際に需要機器、22ページ、23ページを参考スライドとしてお示し

しておりますけれども、新しい機器の導入を政策的にも後押ししていきたいということで、

今、検討を深めているところであります。 

 足元の状況を踏まえた新たなパッケージということで今、年内に取りまとめに向けて検

討を深めているところであります。その場合のポイントということでいいますと、特にまず

26ページですね。ポイントというところで記しております。従来から、需要、供給、それか

ら、送電系統面の対応というのがあるんですけれども、今回は、そういった中でも特にとい

うことで、上から二つ目のポツにありますような、需要面の対策に重点を置くということが

あります。 

 従来の電力の政策といいますと、需要に合わせて供給をつくっていくということだった

わけですけれども、変動再エネの導入が進み、この先さらに増えるということを前提にした
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場合には、供給に合わせた需要という形も重要になってくるということでありまして、そう

いった取組を今回特に深掘りをしていきたいということを考えております。 

 具体的にはということで、27ページになります。まず、家庭で言いますと、蓄電池・ヒー

トポンプ給湯機の導入と。これは予算措置などを通じた導入支援を政策的に行ってまいり

ますし、その際に機器のＤＲ Ｒｅａｄｙ化、導入されたヒートポンプ給湯機でありますと、

時間帯をシフトさせるということが自動で行えない、手動で行わなきゃいけないといった

ような点もあります。そういった意味でのＤＲ Ｒｅａｄｙというのも欠かせないと考え

ておりますし、さらにこの料金メニューの新しい料金メニュー、需要家にとってメリットが

ある形でないと、この需要のシフトが進みませんので、そういった意味での出力制御時間帯

の需要を創出する料金メニューの推進を図っていくこととしております。 

 同様のことが家庭だけでなく、産業界での取組としても進めていければというのが一つ

目であります。 

 次の 28ページ、供給面につきましては、こちらは従来の延長のところ、プラスアルファ

ということで、再エネ設備のオンライン化であったり、あるいは火力の最低出力の引下げと

いったような点。加えてと言いますと、一番下にありますけれども、電力市場の需給状況に

応じた再エネの供給を促すＦＩＰ制度のさらなる活用、促進といった点が重要と考えてお

ります。 

 加えてということで言いますと、次の 29ページに、系統増強というのは欠かせない。ち

ょっと時間がかかるというのはありますけど、系統増強を進めていくということ。そして、

さらにちょっと時間軸ということでは、中長期の検討課題というふうには記しております

けども、４ポツに需要のシフト、需要構造の転換、さらには従来、この委員会でもご意見を

いただいております、価格メカニズムのさらなる活用、具体的には、例えばネガティブプラ

イスといったような点についても、これはまたここと別の場で検討していくというように

なるといったところであります。 

 その他の課題ということで、ページは飛びますけれども、36 ページに一つ論点提示を行

っております。 

 こちらは再エネ電源の実制御化についてというところであります。今、再エネの出力制御

の実施対象というのが 10ｋＷ以上の太陽光、風力というものでありまして、そのうち 10ｋ

Ｗ以上 500ｋＷ未満というルールの下でありますけれども、こちらについてオンライン代理

制御。具体的なところは、次の 37ページの下に図で示してあります。このオンライン代理

制御というのが始まっているところでありますけれども、その際に 36ページ、三つ目のポ

ツにあります、エリアによってはということではありますけれども、代理での制御を行って

も、制御実施対象外の事業者というのが、全体の中では結構な量になるということがありま

す。 

 こちらは 39ページに参考として記しております。何かといいますと、この全体で出力制

御が対象外という設備が増えてくると、この出力制御対策、様々な対応を講じても、なお供
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給が需要を上回るという、下げ代不足という言い方、需給逼迫の反対というところでありま

すけれども、この下げ代不足というのが起こり得る状況というところでありまして、これは

今後の課題というところでありますけれども、例えばということで、実際の制御対象をもう

少し拡大する必要もあるのではないかという、こちらは一つ課題になります。 

 以上が需給制約による再エネの出力制御でありまして、続きまして、今度は系統混雑、系

統制約による出力制御についてであります。 

 こちらは現状ということで、まず 42ページをご覧いただければと思います。ノンファー

ム型接続、系統増強を待たずに接続できるということで、２年半前にスタートしておりまし

て、これによりまして、青い部分が接続検討、それから、オレンジ色の部分、こちらが契約

申込みに至ったものであります。この２年余りで、既に契約申込みにまで至ったものが

1,000万ｋＷを超えてきている。この後も申込み、接続検討の部分、続々と系統に接続して

いくのが増えているというふうに見込まれております。 

 そうした中で、今までは比較的余裕のあった送電線でも、一部特に申込みが殺到している

ようなところによっては、この出力制御が起こり得るということで、次の 43ページ、2024

年度においては、東京電力ＰＧ管内の二つの送電線で出力制御が起こり得るという見通し

が示されております。 

 43ページで言いますと、上の表、左から①、②、③とある③で、出力制御時間でいいます

と、年間僅か３時間、あるいは 26時間ということではありますけれども、仮にこういった

形での出力制御が起こりますと、これは初めてのことになるということであります。 

 参考までにということで、次の 44スライド。少し数字が小さいんですけれども、こうい

った混雑が生じる送電線における電源の接続状況をお示ししております。左がファーム、右

が新しく接続するノンファームですけれども、左のファームをご覧いただきますと、この二

つの送電線どちらも水力が７割程度を占めているということ。そこにさらに太陽光であっ

たり、バイオマスであったりということで、火力の接続はゼロとなっております。 

 そういった中で、さらにノンファームでの太陽光というのが今続々と接続をしておりま

して、その結果、来年度、時間帯によっては、この一部太陽光についての出力制御が発生し

得る状況となっております。 

 こういった中で、今後をどう考えていくのか。まず、46ページになります。将来的に 24

年度は一部の系統ということでありますけれども、ノンファームの接続が今後も大幅に増

えていくことを考えると、この系統混雑への対応というのも、あらかじめしっかり考えてお

く必要があるというところであります。 

 その下、取組としての混雑管理ということ、さらには混雑緩和というのをどう考えるか。

加えて、情報公開、もともとノンファームということは、出力制御は前提ではあるわけです

けれども、そういう送電線に余裕のないところにはあまり、むしろ余裕のあるところに接続

してほしいということでもありますので、そういった混雑に関する情報公開というのは今

まで以上に進めていく必要があるというところであります。 
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 特に混雑緩和における対策、47 ページに幾つか例示しております。こちらは実際にこう

いった取組をするかしないかということ自体を含めての議論とは思いますけれども、例え

ば、年間の出力制御の時間がかなり限られる中で、47 ページで言いますと、３ポツに挙げ

ているような系統増強というのは、やはり費用対効果を考えると、そこまではやるほどのも

のではないというふうにも考えられるところでありますし、一方で、２ポツにあるような運

用容量の拡大、これはできる範囲でもちろん進めていくことかとは思いますし、さらに１ポ

ツのような蓄電池の活用、いずれも混雑の状況と、さらに対応策の費用の関係、費用便益評

価などというのも通じて、今後考えていく必要があるのかなというところであります。 

 続きまして、資料４になります。電力ネットワークの次世代化になります。 

 まず、こちらにつきましては、今進めている取組というのは前半部分のご紹介であります。 

 ページは飛びますけれども、９ページではマスタープラン、そして、９ページの中で、特

に太枠で囲われている部分、こちらの小委員会でも昨年夏にご議論いただいて、この太枠の

右から、北海道と本州を結ぶところ、さらには真ん中、中地域の増強、そして左、九州と中

国地方を結ぶ関門の増強、これらについて今検討を進めているというところであります。 

 具体の検討状況というところ、個々のご説明は割愛しますけれども、今後のスケジュール

ということで飛びますが、20 ページにおきまして、今まさに基本要件というものの策定に

向けた検討が練られておりまして、来年の早い時期、まず、中地域では年内を目指して、さ

らに東地域、関門につきましては来年の春頃を目指しての基本要件の検討が進められてお

ります。その先、なるべく早く工事に着手できるようにということで、それぞれ現在、広域

機関での検討が進められているところであります。 

 続きまして、建設に当たっての費用に関するまずご報告になります。検討整備、現在は 24

ページにありますように、地域間連系線、東日本で三つあります。北海道と東北を結ぶとこ

ろ、東北と東京、そして東京と中部、こちら三つの連系線の整備、増強。いずれも 2027年

度を目指して工事が進められております。 

 そうした中で、次の 25スライドになります。この工事費、当初見積もられていた中から

増えそうだという状況のご報告であります。工事費の増額の規模は、一番右のところ、パー

セント表示されております。北海道本州間でいうと、0.4％になりますけれども、東北東京

間で７％弱、東京中部間ですと 10％強ということで、足元、様々な人件費、資材費の高騰

というのもありまして、こういった形での計画時点での見積りから工事費が増えるという

ことが見込まれております。 

 そういった中での今後の対応というところで、27 ページ、こちらは別の場でご議論いた

だいたものにはなりますけれども、まずもって、当時見積り時点と、その後で変動するとい

うこと自体は常にあり得るところでありますし、従来の託送料金の仕組みの中では、個々の

工事のこういった増額、減額が全体の中で見られてきた一方、こういった今回のような地域

間連系線、計画をつくって、それに基づいて進める。また、その費用の分担についても計画

の中で定めるといったときには、工事費変動の場合の対応というのもあらかじめ予見性を
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持った形で、対応できるようにしておく必要があるというところであります。 

 そういった視点として、27 ページ、下から二つ目でありますけれども、例えばというこ

とで、その要因ごとに分けて、幾つかですね。さらには増額、減額、同じような形での対応

を考える。これはいずれにせよ、例えば託送料金の仕組みの中で検討をされる必要があると

いうところでありますし、今後ということで言いますと、この計画に従った工事にＦＩＴの

賦課金も入ってくるということでありますので、そういった意味では、同様の増額、減額時

にどう対応するかといったところは、あらかじめ整理しておく必要があるかなというふう

に考えております。 

 最後、29 ページ以下になります。こちらは、昨年来ご議論いただきました、再エネ賦課

金の前倒し交付、連系線の工事に当たって、運転開始後ではなくて、運転開始前から交付で

きるようにするといった法整備、仕組みを整備いただいております。 

 そうした中での交付金の交付のタイミングということで、30 ページに記しておりますけ

れども、こちらについては、一番下にありますけれども、現行の交付金、運転開始後の交付

金と同様、１年単位の交付としてはどうかというふうに考えているところであります。 

 そのほか、費用負担については、特に託送料金の関係でご議論いただいているところであ

りまして、29ページに戻りますけれども、29ページの図でいいますと、下半分のところで

すね。再エネの便益ではない、再エネ賦課金ではなく、託送料金でカバーするところにつき

ましての負担割合、現在でいいますと、赤の部分、全国の託送料金、それから、工事を行う

この両端２社というところでの負担の割合、さらには別途、卸電力市場の値差収益を原資に

した交付金といったもの、こういった形で工事費を見ていくことになります。この割合につ

いても、別の審議会でまさに今、その見直しをご議論いただいているところというご報告に

なります。 

 事務局からのご説明は以上です。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございました。 

 それでは、後半の資料３と４で、出力制御の話とネットワークの話ですね。これについて

皆さんからご意見、質問等を受けたいと思います。要領は同じです。チャットでご発言ご希

望というふうにお書きいただいて、こちらからご指名いたしますということです。 

 いかがでしょうかね。ご発言ご希望の方はいらっしゃいますか。 

 最初の出力抑制の話はあれですね。系統容量による出力抑制というのがこれから出てく

るという話でありまして、これについてももちろんともに対策をしなきゃいけないという

ことで、言われていましたし、それから、需給関係で言うと、パッケージをつくるというこ

とも、これも進んでいるということになります。 

 江崎委員、ご発言をご希望ということですかね。はい。江崎委員、どうぞご発言ください。 

○江崎委員 

 はい、どうもありがとうございます。 
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 資料３のほうですけれども、基本的には系統、それから、需要家、これは家庭と、いわゆ

る公的な団地、大きな事業者を含めてのオンライン制御ということを毎回というか、随分前

から申し上げていますけれども、これは全体システムに対してのサイバーセキュリティー

というのが、しっかりちゃんと実装されるということを改めてこれは要求条件として入れ

るべきだろうというふうに思います。 

 これは省エネ委員会のほうでも、DR Readyのところでも私はご提案させていただいて、

しっかりと文章にしていただきましたけれども、サイバーセキュリティー機能がしっかり

とつくり込まれるということを条件にするということは非常に重要な話になってくる。 

 これはどうしてかと言うと、今までは、制御が前提としての、反応するということを前提

にする必要はなかったわけですけれども、今回から需要家なりが反応することを前提に系

統システムが動いていくということになりますので、サイバーセキュリティーによる不適

切な動きが起こるということは、非常に致命的な障害につながるということになりますの

で、今まで以上にサイバーセキュリティー機能というのをしっかりと必須、または前提とす

るべきだろうというふうに考えます。 

 さらにそのときに、先ほどと関係しますけれども、やっぱりグローバルビジネスを前提に

して、国外市場への進出の障害とならないように、技術指標というのをしっかり評価をして

いくということが必要であるというふうに考えております。 

 それから、二つ目ですけれども、32 ページのところには、省エネ委員会でも出てきたＥ

Ｖの、電気自動車の絵が入っているんですけれども、メインの文章ではＥＶが出てこないと

いうことになっていますが、ＥＶが非常に潜在的には大きなバッテリー、蓄電機能と、それ

から実はコンピューティング機能を持っているということを考えていくと、ＥＶに対して

の、事業者に対してのしっかりしたプランというのも、この中にちゃんとしっかり入れてお

くということは非常に重要であるというふうに認識しています。 

 これはＥＶ、それから、実はデータセンターが全く同じようなレベルでの調整力を持つこ

とができるということが分かっているわけで、これは今までの登場人物とは違うオーダー

ということで、バッテリー機能、蓄電機能とコンピューティング機能の二つで、この二つが

非常に貢献できそうだということを少し頭に入れて、政策立案していくといいのではない

かというふうに考えます。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、神山委員、どうぞ。 

○神山委員 

 はい。神山でございます。 

 資料３、資料４で１点ずつ申し上げたいと思います。 

 まず資料３でございます。新たな出力制御対策パッケージというところで、資料では 26
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から 29ページ辺りで、特に 27ページ辺りのところということになろうかなと思いますが、

供給面や系統増強のみならず、需要面での対策というのですね。需要家を巻き込むという点

で、大変斬新なポイントであろうと思います。 

 他方で、一般家庭を含めた需要家の行動変容というのを促す必要がございますことから、

ぜひ分かりやすい制度としていただくとともに、措置内容というのを丁寧に周知していた

だきたいと思います。 

 続いて、資料４のほうでございますけれども、27 ページでございますが、系統整備の費

用というのが変動する問題ということになりまして、系統整備の費用が変動する場合の対

応というところでございまして、事業実施主体の攻めによる事由とは言えない場合という

ことになりますので、受益者負担というふうにも思われるところなんですが、一方で、費用

増というのが需要家の負担に直結するというものであることから、こちらのお値段の件で

すよね。電力広域機関ですとか、電力・ガス取引監視等委員会、経産省においても、複層的、

かつ厳格なチェックというのをお願いしたいと思います。 

 同時に、系統整備の予見可能性の確保というものですね。これが重要になってくると思い

ますので、どの程度までの物価変動や為替変動というのを費用増額として反映させるべき

かということもある程度明確化するような、そのための議論というのを今後していければ

と存じます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございます。 

 続いて、長山委員どうぞ。 

○長山委員 

 はい。資料３と４で１点ずつなんですけれども、資料３の 48ページのところなんですけ

れども、すぐ対応できるもの、１個前で、すぐ対応できるところと対応に時間がかかるとこ

ろ、例えば、市場主導型というのは、これはゾーン制とかノーダル制ですよね。なので、す

ぐできるものと、できないものを分けてされたらいいなというふうに思いました。 

 あと、１個前のところですね。47 ですね。一番下のところで、ノンファーム型に対する

系統増強なんですけれども、これはほかの国、ドイツとかですと、系統混雑に関する出力制

御はＴＳＯが保証するということになっていて、日本とは法律の立てつけが違うから、そう

いうことではないんですけれども、例えば資料４で出てくる値差がかなり大きいとするな

らば、それでマッチングファンドみたいな形にして、一番下の行の原則事業者負担でのとこ

ろをインセンティバイズするというんですけど、ＴＳＯが値差を使って、系統増強、インセ

ンティバイズするようなことがあればいいのではないかなというふうに思いました。 

 あと、すみません。資料４の一番最後のところなんですけれども、値差のところで、これ

は質問になるかもしれないんですけれども、2019 年度末の累計が 180 億円ぐらいで、累計

でですね。2021年度で 417億円、2022年で 813億円と急に増えていて、これはどういう理
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由なのかということと、これは累計なのか、毎年度なのかということを教えていただければ

と思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。後でお答えいただきます。 

 委員を優先させていただいて、小野委員、どうぞ。 

○小野委員 

 はい、ありがとうございます。 

 資料３、４にそれぞれ１点ずつコメントしたいと思います。 

 まず、資料３の 27ページですかね。新たな出力制御対策パッケージについて、この中で

家庭用のところにのみ、電気料金メニュー等というところが入っているんですけれども、こ

れは産業用も同じで、経済合理性で誘導するというのは一つの有力な手段だというふうに

思います。 

 もう一つ、これは需要に着目したと記載があるんですけれども、一方で、例えば自家発を

有するような産業においては、これまでは、時間帯別調整契約などの下で、自家発の出力制

御による昼夜間シフトというのが行われていたわけですけれども、出力抑制、制御が発生す

るような時間帯は、例えば中間であってもデマンドフリーにするというような運用があれ

ば、経済合理性に基づいて、中間の自家発出力を抑制して、売電を増やすということが可能

になる事業者もあるのではないかと思います。 

 この場合は、蓄電池の導入とか、生産のシフトなど、負担を避けつつ、再エネ電気の利用

拡大につながるのがポイントとなります。 

 こういったことの詳細検討に当たっては、それぞれ業界ごとの特徴、事情があると思いま

すので、事業者が経済合理的な行動が取れるように、そういった対策を追求したらどうかな

というふうに思いました。 

 それから、資料４につきましては、電力ネットワークの次世代化に向けた系統整備につい

ては、これまでも申し上げてきましたけれども、マスタープランに沿って、コスト効率的に

行われる必要があると思います。 

 今回報告がなされたような、工事費が当初の見込みより上昇した理由については、今後の

コスト低減策につながるよう、丁寧な検証を行っていただきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございました。 

 委員の方でご発言をご希望は、ほかにいらっしゃいますかね。 

 それでは、取りあえずオブザーバーの方のご発言ということで。 

 岩船さん、出ました。では、岩船委員、どうぞご発言ください。 

○岩船委員 
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 すみません、遅くなりまして。 

 再エネの出力抑制対策も次世代の系統の増強に関しましても、いずれにしても、先ほど小

野委員からもご指摘がありましたように、やっぱり経済合理性という観点が非常に重要か

と思います。 

 確かに再エネ抑制はなるべく避けたいというのは分かるんですけれども、それぞれ対策

に応じて、コストのかかり具合が大分ばらつきがあると思いますので、そこは最終的に、こ

れが効率のいい対策であったかというような検証、もちろんそこも意識した対策というこ

とを常に意識していただきたい。 

 系統増強に関しても同様で、マスタープランで一旦決まったことという整理があるかも

しれないんですけれども、やはりマスプラ自体は一応Ｂ／Ｃをきちんと意識して考えられ

たものであるだけに、こちらを進めるに当たって、最近、特に北海道や九州では、半導体工

場ができるですとか、需要も大分変わってきて、需要という意味で、変化の要素もあります

ので、そういったことを含めて、本当に今の時点で、それはもちろん将来的に分からない部

分はあると思うんですけれども、今の時点で、きちんと経済的な合理性、費用対便益という

のをしっかり確認した上でお進めいただきたいと思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございます。 

 ほかの委員の方、よいですか。 

 それでは、まずは、地熱協会の後藤オブザーバー、どうぞご発言ください。 

○後藤オブザーバー 

 ありがとうございます。地熱協会の後藤でございます。 

 資料３の 46ページ目に今後の取組の方向性というところで、情報公開について、出力制

御の短期見通しを公表いただいているとは思いますが、系統混雑の短期見通しだけではな

くて、中長期的な見通しの公開が必要だと考えております。 

 系統制約は、ご案内のように投資回収の影響が懸念されますので、発電所運営において無

視できない課題と認識しております。ご検討いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 次は、東電ＰＧの岡本オブザーバー、どうぞ。 

○岡本オブザーバー 

 はい。岡本でございます。ありがとうございます。 

 資料３と４について、それぞれ１点ずつ申し上げたいと思います。 

 まず、資料３のほうなんですけれども、出力制御ということは需給上と、それから系統上

の理由で出てくるということで、弊社エリアでも、来年度からローカル系統での混雑といっ
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たものも想定されますのと、あと、需給上の理由でも出力制御が要るようになるんじゃない

かと、こういう見通しでございます。今後、これをいかに合理的にやるかということを考え

ると、やはり中長期的に検討される市場主導型の混雑管理というのを、私どもとしましては、

できるだけ早期に検討を進めていただきたいというふうに思っております。 

 やはり価格シグナルが出るということによって、再生可能エネルギーですとか、需要のエ

ッジの誘導ですとか、事業の予見性につながっていくというふうに考えておりますので、ぜ

ひお願いしたいと思います。 

 また、ちょっと至近の状況で申し上げますと、弊社のエリアで、やはりデータセンターの

需要が非常に大きく増加する見込みでございまして、また、あわせて、北関東での工業団地

ですとか、半導体工場のエッジの誘致とか、そういった動きも具体的に出てきておりまして、

地域の再生可能エネルギーを有効に活用していただきながら、地域への産業を誘致してい

くということで、需要を創出していくという施策は非常に有効だというふうに考えており

ます。価格シグナルというのは、よりそういったものを後押しするのではないかと思います。 

 また、ＥＶについて、江崎先生からご指摘がありましたけれども、本当におっしゃるとお

りだと思っておりまして、江崎先生からもご指導いただいて、ちょっと試算してみたんです

けれども、数年後のＥＶというのは大体１台当たり、仮に、今テスラとかが積んでいる 100

ｋＷｈぐらいのバッテリーを積んで、あと 1,000 ドルぐらいのＣＰＵとかＧＰＵのセット

を自動運転に搭載すると仮に仮定して、年間 100万台ＥＶが普及すると、年間どうなるのか

と考えると、弊社エリアの揚水発電全体の蓄電量と富岳 10台分の計算能力を、分散型の蓄

電池と分散型のコンピューティングとして持つようになるということで、実は物すごいイ

ンパクトがあるということになりますので、こういったものも実はノーダルプライスとい

ったものがあると、非常にうまく活用できるようになるというふうに考えておりますので、

ぜひ検討を急ぎお願いしたいというふうに思っております。 

 それから、資料４のほうですね。こちらもまとめていただきまして、ありがとうございま

す。こちらにつきましては、やはり費用負担のところというのが非常に重要になってくると

思っております。再エネの適地から需要地に系統を増強していくということで、マスタープ

ランをまさに検討いただいているわけなんですけれども、そういう意味では、国全体として

のメリットということでマスタープランを検討していただいて、策定していただいており

ますので、今までにちょっととらわれない形での費用負担、やはり全国で裨益しているとい

う考え方が取り得るんじゃないかというふうに思っておりますので、マスタープランでど

のような活用になるかということも確認いただいた上で、適切な費用負担の在り方を考え

ていただくということがありがたいというふうに考えております。 

 私からは以上でございます。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございます。 

 次は、電気事業連合会、藤本オブザーバー、どうぞ。 
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○藤本オブザーバー 

 はい。ありがとうございます。電気事業連合会の藤本でございます。 

 私からは、資料３、この２点目の需給制約による再エネの出力制御のうち、27 ページに

記載されております、新たな出力制御対策パッケージの骨子案における需要側の対策につ

いて、少しコメントをさせていただきたいと思います。 

 対策パッケージの骨子案でも整理いただいておりますとおり、需要シフトを効果的に実

現するためには家庭用の蓄電池・ヒートポンプ給湯機の導入や機器のＤＲ Ｒｅａｄｙ化

（通信制御機器の設置）に向けた予算、制度的措置等が重要であると認識しているところで

すが、機器の開発や導入というハード面での対策には一定の期間を要すると考えられます

ので、対策パッケージの実効性を早期に高める観点からも、国や関係事業者において、スピ

ード感のある取組が必要と考えているところでございます。 

 また、この骨子案では出力制御時間帯の需要を創出する電気料金メニューなどの推進も

取り入れられております。今回の資料でも、20 ページ以降に料金メニューをご紹介いただ

いているものもございますけれども、再エネの最大限の導入並びに出力制御抑制に向けま

して、私どもも引き続き各事業者の創意工夫の下で、かつ、電気をお使いになるお客様のご

理解も頂戴しながら、需要シフトの促進に資する電気料金メニューの導入、それからサービ

スの拡充などの取組を進めてまいりたいと考えております。 

 私からは以上でございます。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございます。 

 次は、太陽光発電協会の森内オブザーバー代理ですね。どうぞご発言ください。 

○森内オブザーバー（代理） 

 はい、ありがとうございます。太陽光発電協会の森内でございます。私のほうからは資料

３について、１点コメントさせていただきたいと思います。 

 資料３、ページ 36の再エネ電源の実制御化についてでございます。下げ代不足を回避す

るために、実制御可能な設備を増やす必要があるということは理解いたしますが、これまで

実制御対象ではなかった旧ルールの高圧事業者をオフライン制御対象とするのは、事業者

の当初の理解とは乖離があり、影響が大きいというふうに考えます。実施には丁寧な議論が

必要であるというふうに考えます。 

 また同時に、需要側の対策をはじめとして、対策パッケージ骨子案で示された対策を加速

させる必要があるというふうに思います。特に電力需要、電力市場構造における対応、例え

ば電力多消費産業の立地誘導、こういった対応については、中長期的な検討課題とされてい

ますが、これは時間のかかる課題ではありますので、早期着手に向けて対策の具体化ととも

に先行実証的な取組を行っていただきたいと考えます。 

 私のほうからは以上でございます。 

○山内委員長 
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 はい、ありがとうございます。 

 今、松村委員から手が挙がりました。松村委員、どうぞご発言ください。 

○松村委員 

 はい、すみません、手を挙げるのが遅くなりまして。聞こえますか。 

○山内委員長 

 はい、聞こえております。 

○松村委員 

 はい、発言します。合理的な取組を整理していただいてありがとうございます。 

 それで２点。一つは、まず前のラウンドで言うべきだったのかもしれませんが、その一つ

一つの問題に対応して、ある意味で場当たり的な対応をするのがいいのか、原則に基づいた

対応をするのか。そのピンポイントの問題に対して、ピンポイントの提案が出てきたときに、

それは全体としてその整合的なものなのか、あるいは、もうそのピンポイントでしか通用し

ないものなのかを十分考えた上で、今後具体的な提案を入れるかどうかを考えていただき

たい。同じ委員から、この電力システムの仕組みがすごく複雑だというような苦情が出てき

ているのに、その同じ人からピンポイントの対応策が提案され、そんな対応を続けると制度

が複雑になるのではないのかという点は、考える必要があると思います。一つ一つ具体的に

実現していくときにはその点を考え、なおかつ、その足元で暫定的にやるものと、その長期

にも通用する、同時市場ができ、ノーダル制が導入される下でも通用する一般原則に基づく

合理的な策なのかについても、整理する必要があるかと思いました。 

 次に、その価格メカニズムを使った需要のシフトは、とてもとても期待しています。それ

について、大手電気事業者にはぜひ考えていただきたい。その政府からの後押しによって、

要はＤＲ Ｒｅａｄｙというものの機器というのが増えてきて、それで自分たちが料金で

対応できるようになるというのは一面の真実かもしれないけれど、それって料金の体系が

合理的になって機器の開発が進むのではないでしょうか。機器の開発が十分に進んだ後で、

ゆるゆると料金導入を考えるのでしょうか。十分考えていただきたい。このような合理的な

料金体系が必要だということを言われたのは、昨日、今日ではなく、もうずっと前の話だと

いうこと、それを今まで自分たちが怠慢だったというのを機器の開発が進んでこなかった

からだと安直に言わないように、そのような安易な責任転嫁は許さないということを、私た

ちは念頭に置かなければいけないと思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございます。 

 ほか、委員の方、よろしいですか。 

 それでは、取引監視等委員会の鍋島オブザーバー、どうぞ。 

○鍋島オブザーバー 

 はい、鍋島です。地内の系統混雑の可能性について少しコメントいたします。 
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 将来的にどういうエリアがどう混雑をするのかということについては、この時点ではち

ょっと私たちも分かりませんけれども、ご参考までに申し上げますと、来年度から発電側課

金が導入されます。各一般送配電事業者から、現在、その発電側課金の割引制度の概要及び

対象地域区分というものが公表されておりまして、ホームページから見られるようになっ

ております。これにおいては、それぞれ各エリアの配電用変電所ごとに、どの地域であれば

発電者、事業者として割引が受けられるかというようなことも示しておりますし、そういう

意味では、系統混雑に先々つながりやすい地域、そうでない地域ということが示されており

ます。ＦＩＴ電源／ＦＩＰ電源につきましては、その発電側課金とは直接関係ないといいま

すか、調整等がされるわけですけれども、それでもＦＩＴ／ＦＩＰ期間が終わった後のその

立地の有利、不利にも関わると思いますので、そういうことがありますということでコメン

トいたしました。 

 あと、こういう地域内の系統混雑が起きますと、送配電事業者においては再給電を行うと

いうことになりますし、その費用はその託送料金で賄われることになります。レベニューキ

ャップの第一規制期間においては、各社ともこの再給電の費用はゼロと置いているわけで

すけれども、仮にそういうふうなことが、系統混雑みたいなものが起こってきたとしたとき

に、こういう再給電費用をそのまま払うのではなくて、より合理的な方法で抑えられるよう

な工夫ができるのであれば、もちろんそのほうがいいと思いますし、そういうふうに送配電

事業者のほうでも創意工夫されていただきたいなというふうに思っております。 

 あと、今いろんな価格が上昇しているということについての論点もありましたけれども、

広域機関のほうでもいろいろ検証しておりますし、監視等委員会のほうにおきましても、送

配電事業者の効率化を確認するためのワーキンググループを設置しております。そうした

中で、その送配電事業者のほうでどのようにその原価を把握しているかとか、価格の上昇に

対応しているかということもきちんと見てまいりますということで申し上げておきます。 

 以上です。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございました。 

 高村委員から、今、手が挙がりました。高村委員、どうぞご発言ください。 

○高村委員 

 山内先生、ありがとうございます。すみません、入室が遅れまして失礼いたしました。 

 資料３について１点と、それからすみません、前半、出席できていなかった資料１、２、

特に１のところで２点ご発言をさせていただければというふうに思っております。 

 まず１点目ですけれども、資料３については、もう既にこれまでの委員に、私が申し上げ

たかった点はほぼ発言をしていただいております。対策パッケージについて、大変期待をし

ております。これは再生可能エネルギーがこれからやはりさらに増やしていくということ

は大きな国の方針だと思いますけれども、再エネ発電事業者が見通しを持って事業計画を

組み、それに対してファイナンスがつくという上でも、こうした対策パッケージがしっかり
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進んでいくことが、しかも速度感を持って進んでいくことが必要だというふうに思ってお

ります。 

 具体的な点では、もう先ほど言いましたように、既にご指摘をいただいているところでし

て、小野委員からありました事業者に対しての価格メニューの提供という取組、これは既に

ご指摘のあった点です。 

 それから江崎委員、岡本オブザーバーなどからご指摘のあった電動車、ＥＶの活用、ある

いはそれを統合した対策パッケージというものをぜひ進めていただきたいというふうに思

います。 

 森内オブザーバーからもありました需要の立地誘導について、もうまさにそうでして、先

ほどご説明の中にもあったかと思いますし、ご意見の中にもあったかと思いますけれども、

既に、特に地域の脱炭素化との関係で再生可能エネルギーの供給を事業者の、企業の立地誘

導に使って促進をしている自治体も出てきているというふうに理解をしております。そう

いう意味では、こうした取組は地域の脱炭素化の取組とも連携をして、ぜひ進めていただき

たいというふうに思っております。その中で、繰り返し皆さんがおっしゃっておりました経

済合理性を持った、価格シグナルがやはりしっかり出るようなパッケージにしていただき

たいというふうに思っております。 

 遅れてまいりまして、発言、もう既にあったかもしれませんが、資料１について２点ほど

であります。 

 一つは、スライドの２の辺りだったと思いますが、出していただいているところで、再エ

ネ電源が有する便益が適切に評価をされる事業環境整備というのが非常に重要だというふ

うに思っております。ここにご指摘がある環境価値の評価も含めて、ぜひ進めていただきた

いというふうに思っておりますけれども、こちらは、いわゆる再エネがもたらす環境価値と

いうのが、非化石価値はもちろんでありますけれども、特に二酸化炭素、温室効果ガスを排

出しないという観点から、別のこうした排出権といったような形での制度の導入も今、検討

されている、既にＧＸ推進法の中ではその方向性が示されているというふうに思っており

ます。こうした一種、再エネ化を生み出す、再エネに関わる環境価値について、複数の制度

が並列した形で機能しているというふうに思っておりまして、そういう意味では、新たに排

出権取引制度を構築される中で、やはり制度の目的と役割の整理というものをしていただ

く必要があるのではないかというふうに思っております。これはぜひ事業環境整備の一環

としても検討いただきたいという点でございます。 

 資料１についてはむしろ要望でございますけれども、今回の資料で経産省資源エネ庁の

ところで随分丁寧にそれぞれの課題について事業者のヒアリング等を進めていただいて、

共有していただいていると思います。この後の資料に出てきます事業集約化等をはじめと

してですけれども、ぜひこうした長期電源化、再生可能エネルギー事業の継続に向けた取組

について、事業者の実際の状況、そして課題についてしっかりヒアリング等を進めていただ

いて、ぜひまた共有していただきたいというふうに要望しております。 
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 以上でございます。ありがとうございました。 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございました。 

 ほかにご発言、ご希望はいらっしゃいますか。いいでしょうかね。 

 それでは、事務局からのコメント、どっちからいきますか。じゃあ、小川課長、お願いし

ます。 

○小川制度審議室長 

 まず、資料３についてというところで、対策のところ、特に需要面、江崎委員から、ある

いは岡本オブザーバー、今し方、高村委員からもご指摘いただいておりますＥＶ、そしてデ

ータセンター、本日お示しした骨子には明確な記載がないというところは、最終的にはしっ

かり取り入れていきたいというふうに考えております。そして、需要面につきましては、こ

ちらは小野委員からご指摘いただいていますけれども、料金メニュー、家庭だけでなくて産

業界といったところでも同様に重要という点、まさにご指摘のとおりだと思います。いただ

いたご意見を踏まえて、パッケージにしっかり取り込んでいきたいというふうに考えてお

ります。 

 また、全体的な、両資料に関連してではありますけれども、例えば、長山委員からは時間

軸、すぐできるものというところ、あるいは小野委員、岩船委員からは経済合理性といった

ところの視点、また、松村委員からはシステム全体の観点、かなり俯瞰的な観点からのご指

摘をいただいております。まさに、いずれの対応を進めていくに際しても、本日ご指摘いた

だいたような点をしっかり念頭に置きながら引き続き検討を深めていきたいというふうに

考えております。 

 １点、長山委員からご質問をいただいております。値差収益というところの金額でありま

す。こちら、急増の理由なんですけれども、卸電力市場の価格高騰というのがありました。

燃料価格の高騰によって市場価格がかなり上がったということ、これは非常にこの値差収

益の額に大きく影響しております。また、この収益の分断というものの発生の量と、それか

らまさに市場価格の差といいましょうか、市場価格の全体の水準というのが両方かけ合わ

さっておりますので、この分断というのが増えているというのもあります。そういったもろ

もろの影響でかなり大きな額が一時的に出ました。これは単年度でありますので、また年に

よって、今、足元では下がってきているという状況であります。 

 全体としましては以上で、１点追加で、江崎委員からサイバーセキュリティーの点、特に

需要面の対策を進めていく上でのご指摘をいただいております。まさにご指摘のとおりで

ありまして、この辺のサイバーでの要求事項を必要に応じてグリッドコード検討会などで

もまた検討を進めていきますということとともに、全く別の観点からノーダルについては

岡本オブザーバーからもご指摘いただいております。これまでも今後の目指すべき方向と

いうところでの検討、ちょっとこれまで少し検討が、率直に申し上げて滞っていたところが

ありますので、改めてこれから、どういう形でというのは、また中でしっかり考えていきま
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すけれども、何らか、例えば検討会とかというような形での検討をしっかり進めていきたい

というふうに考えております。 

 資料３と４に関しましては以上になります。 

○能村新エネルギー課長 

 最後に新エネ課、能村ですけれども、高村委員から資料１の関連で補足のご指摘をいただ

きましたので、簡潔にお答えいたします。 

 一つは、再エネの環境価値についてですね。複数の制度というところのご指摘、まさにそ

のとおりだと思ってございますので、非化石市場の話、前半ございましたけれども、それ以

外の関連する制度についてよく目配せしながら 2030年カーボンニュートラルの実現に向け

た、関係する制度についてはしっかりと、目的と役割の整理ということをベースに、我々と

してもしっかりと再エネの自立電源に向けた、ある意味連動するところも出てきますので、

しっかりとフォローしていきたいと思ってございます。 

 また、後半のご指摘として、長期電源化ですとか、ＦＩＰ制度などを含めたヒアリングと

ころについては、より実態をよく分析した上で、かつ、また、松村委員も先ほどちょっとご

指摘いただいた全体と部分と、両方しっかりと見ていくような、そういう視点でしっかりと

引き続きやっていきたいと思います。 

 事務局からは以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。よろしいでしょうかね。 

 皆さんから有意義なご意見をいただきましたけど、後半のところでやっぱり出力抑制を

どう考えるかということですけど、パッケージを作って、とにかく対策をしていくというの

はそうですけれども、何人の方もおっしゃっていたけど、私も本当にそう思ったんですけれ

ども、全体的な、構造的な、何ていうか、変化をしながらよりよい方向に向けていかなきゃ

いけない。それと、当面やっていくことはもちろん整合していかなきゃいけないし、時間軸

で言うと、その構造的なものもなるべく早く実現できるようにしなきゃいけないと。皆さん

のご意見を集約すると、そういうことなのかなというふうに思ったところであります。 

 ネットワークのほうも、これもまた、ずっとマスタープランを作ってやってきましたけれ

ども、やっぱり環境変化とかいろいろ起きてくるわけですし、コストのほうも、率直に言う

と、コストの上がり方というのは、ほかの分野と比べるとそんなに大きくないなと思ったん

だけど、あんまり言うと怒られちゃうから。それはもちろん精査してやっていかなきゃいけ

ないって、そのとおりだと思いますけれども、そういう環境変化に応じていろいろと見直し

ていくところも必要なのかなというふうなところ、皆さん、そういうご指摘なのかなという

ふうに思ったところであります。ありがとうございました。 

 それでは、ご議論のほうは以上ということにさせていただこうと思いますが、次回の開催

等についてお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 
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 はい、事務局でございます。次回の委員会につきまして、引き続き年内、複数回まで検討

してございますので、また日程が決まり次第、当省のホームページにてご連絡させていただ

きます。 

 事務局からは以上でございます。 

 

３．閉会 

 

○山内委員長 

 はい、ありがとうございました。 

 それでは、本日の委員会を閉会とさせていただきます。ご多忙中のところ長時間にわたり

ご議論いただきまして、誠にありがとうございました。 

 


